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第 1 趣 旨 
今後 急速 な 人 口 減少 社会 を 迎え る 中 で 、 我 が 国 の 農林 漁業 者 及び 食品 事業 者 の 所 得 を 
確保 し 、 生 産 基盤 を 維持 ・ 強 化す る た め に は 、 輸 出 に 新た な 活路 を 見 出す こと が 重要 で 
ある 。 
一 方 、 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 に 当たっ て は 、 輸 出先 国 ・ 地 域 (以下 「 輸 出先 国 」 と 
いう 。) が 食品 衛生 、 動 植物 検疫 な ど 様 々 な 観点 か ら 輸 入 規 制 や 条件 を 設定 し て お り 、 
倫 出 事業 者 等 は 、 輸 出先 国 の 規制 や ニー ズ に 対応 し た 施設 及び 体制 の 整備 が 必要 で あ 
る 。 
この よう な 課題 を 踏ま え 、 農 林 水 産業 及び 食品 産業 の 持続 的 な 発展 に 寄与 する こと を 
目的 と し て 、 農林 水産 物 及 び 食 品 の 輸出 の 促進 に 関す る 法律 ( 令 和 元 年 法律 第 57 号 。 以 
下 「 輸 出 促進 法 」 と いう 。) を 制定 する と と も に 、「 総 合 的 な TPP 等 関連 政策 大 綱 」 ( 令 
和 元 年 12 月 5 日 TPP 等 総合 対策 本 部 決定 ) が 改正 され た と ころ で あり 、 こ れ ら に 即 し 、 
答 出 先 国 の 規制 や ニー ズ に 対応 し た 輸出 へ の 取組 を 緊急 的 ・ 集 中 的 に 支援 する た め 、 食 
品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 を 実施 する も の と し 、 そ の 実施 に 
当たっ て は 本 要綱 の 定め る と ころ に よる も の と する 。 
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第 2 事業 目的 
農林 水産 物 ・ 食 品 を 輸出 する た め に は 、① 輸 出先 国 か ら 求 め ら れる 様々 な 規制 及び 基 
準 等 へ の 対応 、② 輸 出先 国 の ニー ズ に 対応 する た め の 製 造 、 加 工 、 流 通 体制 等 の 整備 が 
必要 で ある 。 

この た め 、 食 品 製造 事業 者 及び サプライ チェ ー ン を 構成 する 事業 者 等 が 、 政 府 機関 が 
定め る 輸入 条件 (輸出 先 国 の 政府 機関 が 当該 輸出 先 国 に 輸入 され る 農林 水産 物 又 は 食品 
に つい て 定め る 食品 衛生 、 動 植物 又は 畜産 物 の 検疫 その 他 の 事項 に つい て の 条件 を い 
う 。 以下 同じ 。) へ の 対応 (輸出 促進 法 の 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 へ の 対応 を 含 
む ) 並び に ISO (国際 標準 化 機構 ) 、GFSI (世界 食品 安全 イニ シア ティ ブ ) 承認 規格 、 
有機 JASN、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 等 の 認証 取得 へ の 対応 及び 家庭 食 向け な どの 輸出 先 国 の 
ニー ズ へ の 対応 に 必要 な 施設 や 機器 (以下 「 施 設 等 」 と いう 。) の 整備 及び 施設 等 の 整 
備 と 一 体 的 に 行い 、 そ の 効果 を 高め る た め に 必要 な コン サル ティ ング 等 に 要する 経費 を 
支援 する 。 
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3 交付 の 対象 
1 施設 等 整備 事業 

本 事業 の 実施 に 直接 必要 な 経費 で あっ て 、 本 事業 の 対象 と し て 明確 に 区 分 で きる も 
の で 、 か つ 、 証 拠 書 類 に よっ て 金額 が 確認 で きる も の の み と し 、 輸 入 条件 や 輸出 先 国 
の ニー ズ を 満た す た め に 必要 な 施設 等 の 整備 に 係る 経費 と する (施設 の 新設 、 増 築 、 





改築 及び 修繕 を 含む ) 。 
に 一 体 と な っ て 整備 する 場 
た だ だら b、 


人 
TT A 








け HACCP 等 の 認定 ・ 
CCP 等 四 认定， 认证 取得 
か り 増 し 分 を 明確 に 
を 回 避 す る た め の 施 設 人 等 ) の 新設 








な お 、 見 学 通路 等 に つい て も 、 輸 j 
交付 の 対象 と する 。 

施設 の 新設 及び 増築 に つい て は 、 掛 か り 増 
り 増 し 分 と は 、 工 事 費 、 実 施設 計 費 及び 工事 雑費 の うち 、 輸 入 条件 へ の 対応 や 輸 j 
認証 取得 を 行う 場合 の 経費 か ら 、 輸 入 条件 へ の 対応 や 輸 』 


に つい て は 、 基礎 及び 上 屋 0 





















































(冷凍 ・ 准 蔵 保管 施設 、 





施設 整備 に 係る 費用 を 掛か り 増 し 分 と みな す 。 
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(2) 事業 の 期間 
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(4) 交付 決定 前 に 支 ! 
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原則 と し て 、 次 の (1) か ら (6) まで に 
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(6 ) その 他 本 事業 を 実施 する 上 で 必 
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2 効果 促進 事業 
輸入 条件 へ の 対応 や 輸 


ング や 手数 料 等 に 係る 費用 、 輸 | 
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向け HACCP 等 の 認定 ・ 


用 を 行う た め の 人 材 育 成 に 係る 経費 等 、 


る た め に 
た だ 
まで の 経費 及び 次 に 該当 する 経費 は 除 
(1) 本 事業 の 業務 を 実施 する た め 
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1 の 事業 と 一 体 と な っ て その 効果 を 一 


係る 経費 と する 。 
し 、1 の 交付 対象 事業 費 の 20% 以 内 と し 、 





原則 と し て 、 
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(2) 通常 の 生産 活動 の た め の 設 備 投資 費用 、 
保証 金 、 敷 金 、 仲 介 手 数 料 光熱 水 費 
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に 雇用 し た 者 に 支払 う 経 費 の うち 、 労 働 の 対価 と し 
雇用 関係 が 生じ る よう な 月 極 


(4) 海外 バイ ヤー 等 の 招へい 等 の 販売 促進 費用 
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事業 実施 計画 を いう 。 以 


HACCP 等 の 認定 ・ 
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ょ 、 定 率 と し 、 以 下 の (1) 及び (2) に 定め る どおり と 


ょ 、 中 小 企業 者 (中 小 企业 基本 法 (昭和 三 十 八 年 法 律 第 百 
小 企 業者 又は 小 規模 事業 者 の こと を い う 。) 及び 法 
よそ れ ら の 組織 する 団体 (製造 ・ 加 工 、 
う 場合 に 限る ) の 取組 を 対象 と する 。 

(1) 輸出 先 国 の 規制 等 へ の 対応 を 行う た め 、 事 業 実施 計画 


流通 等 の 事業 を 行 


(本 要綱 第 7 の 1 に 定め る 
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定 ・ BS 認証 対象 エ リ ア 等 の 追加 ・ 変更 
以外 の 場合 に あっ て は 、 
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交付 対象 事業 費 の 3 10 以内 と する 。 


1 事業 申請 当たり の 交付 金 の 額 の 上 限 を 5 億 円 と し 、 下 限 を 250 万 円 と す 














単位 で 計上 する こと と する 。 








4 本 事業 の 実施 に 関す る 事務 及び 指 
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局長 が 認め る 団体 (以下 「 都 道府県 等 」 と いう 。) へ の 附帯 事務 
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申請 の あっ た 金額 に つい て は 、 申 請 の 提案 内 容 や 交付 対象 事業 費 等 の 精 
査 に より 、 必 ず し も 申請 額 と 一 致す る と は 限ら ちら ず 、 ま た 、 申 請 額 に つい て は 、 千 円 





ち 、 交 付 対象 事業 費 
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附帯 事務 費 の 交付 率 は 定額 と し 、 そ の 使途 基準 に つい て は 別表 1 に 掲げ る 
と お り と する 。 
な お 、 食 料 産業 局長 が 認 
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第 4 事業 実施 主体 


事業 実施 主体 は 次 に 掲げ る 要件 を 滴 た す 者 と する 。 


1 食品 製造 者 、 食 品 流通 事業 者 、 





中 間 加 工事 業者 等 で あり 、 次 の 








定 団体 申請 
で ある と 食料 産 


( 別 
業 局 


衣 中 


いずれ か に 該当 する 








者 と する (法人 格 を 有する 農林 漁業 者 又は それ ら の 組織 する 団体 が 、 製 造 ・ 加 工 、 流 

通 等 の 事業 を 行う 場合 も 含む ) 。 

(1) 法 人 

(2) 地方 公共 団体 

(3) 上 記 の ほか 、 本 事業 の 事業 実施 者 と し て 、 都 道府県 等 が 適当 と 認め る 者 

2 次 P (1) から (5) まで の いずれ に も 該当 し て は な ら な い 。 

(1 ) 法人 等 (個人 、 法 人 又は 団体 を いう 。 以 下 同じ 。) 公 、 暴 力 团 (暴力 団員 に よる 
不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 第 77 号 ) 第 2 条 第 2 号 に 規定 す 
る 虹 力 団 を いう 。 以下 同じ 。) で ある と き 又 は 法人 等 の 役員 等 (個人 で ある 場合 は 
その 者 、 法 人 で ある 場合 は 役員 又は 支店 若しくは 営業 所 (常時 契約 を 締結 する 事務 
所 を いう 。) の 代表 者 、 団 体 で ある 場合 は 代表 者 、 理 事 等 、 そ の 他 経 営 に 実質 的 に 
関与 し て いる 者 を いう 。 以下 同じ 。) 从、 暴力 团员 ( 同 法 第 2 条 第 6 号 に 規定 する 
茜 力 団員 を いう 。 以 下 同 じ 。) で ある 。 

(2) 役員 等 が 、 自 己 、 自 社 着 し く は 第 三 者 の 不正 の 利益 を 図る 目的 又は 第 三 者 に 損 
を 加え る 目的 を も っ て 、 鞭 力 団 又は 暴力 団員 を 利用 する な ど し て いる 。 

(3) 役員 等 が 、 暴 力 団 駐 は 暴力 団員 に 対し て 、 資 金 等 を 供給 し 、 又 は 便宜 を 供与 する 
な ど 直 接 的 ある い は 積極 的 に 又 力 団 の 維持 、 運 営 に 協力 し 、 若 し く は 関与 し て いる 。 

(4) 役員 等 が 、 暴 力 団 又は 又 力 団員 で ある こと を 知り な が ら こ れ と 社会 的 に 非難 され 
る べき 関係 を 有 し て いる と き 。 

(5) 法人 等 が 刑事 告訴 さ れ た 結果 、 又 は 民事 法 上 の 不法 行為 を 行っ た 結果 、 係 争 中 で 
ある 。 
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第 5 採択 基準 及び 配分 基準 
1 事業 の 採択 基準 
採択 基準 は 、 次 に 定め る も の と し 、 地 方 農政 局長 等 (北海 道 に あっ て は 北海 道 農政 
事務 所 長 、 沖 縄 県 に あっ て は 内 閣府 沖縄 総合 事務 局長 、 そ の 他 の 都府県 に あっ て は 当 
該 都府県 を 管轄 する 地方 農政 局長 を いう 。 以下 同じ 。 ) 又は 食料 産業 局長 は 、 事業 実施 
計画 が 以下 の 採択 基準 を 全て 満た す 場 合 に 限り 、 第 7 の 2 及び 3 に 規定 する 協議 を 行 
う も の と する 。 
( 1 ) GFP (農林 水産 物 ・ 食 品 輸出 プロ ジェ クト ) の コミ ュ ニ ティ サイ ト (https://www. 
gfpl. maff. go. jp/) に 登録 し て いる こと 。 
(2) 事業 実施 計画 が 農林 水産 業 全般 に 関す る 基本 政策 及び 本 事業 の 目的 ・ 趣 旨 に 沿っ 
た 内 容 に な っ て いる こと 。 
(3) 事業 実施 主体 の 財務 状況 が 、 安 定 し た 事業 運営 が 可能 で ある と 認め られ る こと ( 直 
近 3 年 の 経常 損益 が 3 年 連続 赤字 で ある 、 又 は 、 直 近 の 決算 に お いて 債務 超過 と な 
っ て いる 事業 者 で な いこ と 。) 。 
な お 、 特 段 の 事情 が あり 、 都 道府県 等 が 特に 必要 と 認め る も の に つい て は この 限 
り で は な い 。 
(4) 事業 実施 主体 が 、 事 業 実施 手続 及び 会 計 手続 を 適正 に 行い 得る 体制 を 有 し て いる 
こと > 

















































































































(5) 事業 実施 計画 が 、 事 業 の 目的 に 照ら し 、 事 業 を 確実 に 遂行 する 上 で 、 適 切な も の 
で ある こと 。 

(6) 人 件 費 を 計上 する 場合 に は 、「 補 助 事業 等 の 実施 に 要する 人 件 費 の 算定 等 の 適正 
化 に つい て 」 (平成 22 年 9 月 27 日 付け 22 経 第 960 号 大 臣 官 房 経 理 課長 通知 ) に 
づき 、 算 定 さ れる も の で ある こと 。 

(7 ) 日 本 国内 に 所 在 し 、 本 事業 全体 及び 交付 し た 交付 金 の 適正 な 執行 に 関し 、 責 任 を 
持つ こと が で きる 者 で ある こと 。 

(8) 全体 事業 費 (施設 等 整備 事業 と 効果 促進 事業 の 事業 費 の 合計 額 を いう 。 以 下 同じ 。) 
が 1 千 万 円 を 超え る 場合 に あっ て は 、 交 付 対象 事業 費 に 充て る た め に 、 人 金融 機関 そ 
の 他 適 当 と 認め られ る 者 か ら 交 付 対象 事業 の 全体 事業 費 の 10% 以 上 の 貸付 け を 受 
け て 事業 を 実施 する こと (地方 公共 団体 を 除く ) 。 

(9) 第 9 の 費用 対 効果 分 析 の 手法 に より 投資 効率 を 算出 し 、 投 資 効 率 が 1.0 以上 と な 
っ て いる こと 。 

(10) 事業 実施 主体 に お いて 、HACCP チー ム が 編成 され て いる こと 。 な お 、 チ ー ム メン 
バー に は HACCP 研修 受講 者 を 必ず 含む こと (本 事業 に より 輸出 拡大 に 取り 組む 品目 
が 食品 の 場合 に 限る ) 。 

(11) 輸出 先 と な る ター ゲッ ト 国 が 決定 し て お り 、 当 該 タ スー ゲッ ト 国 に 対し て 輸出 し よ 
うと する 品目 (製品 ) に つい て 、 輸 出先 国 の 市 場 及び 規制 に a ) 析 が 行わ れ て 
る こき 。 

(2) これ まで | こ 本 事業 又は 類似 事業 (輸出 先 国 の 市 場 変化 に 対応 し た 食品 等 の 製造 施 

設 等 整備 の 緊急 支援 事業 、 食 品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 、 
HAOCP 対応 の た め の 放 改修 等 支援 事業 等 ) を 実施 し た 者 に あっ て は 、 実 施し た 事 
業 に お いて 設定 し た 成果 目標 を 達成 済 で ある こと 。 

(13) 「 農 林 水 産業 ・ 食 品 産業 の 作業 安全 の た め の 規 範 (個別 規範 ) 」 ( 令 和 3 年 〇 月 
〇 日 農林 水産 省 決定 ) に 係る チェ ッ ク シ ー ト を 実施 し て いる こと 。 

2 交付 金 の 配分 基準 

(1) 共通 事項 

第 7 の 1 及び 2 に 規定 する 事業 実施 計画 に つい て 、 別 表 2 に 掲げ る 各 事 業 の 評価 
項目 に 定め る 配点 基準 に 従っ て ポイ ント を 与え た 上 で 、 次 に 掲げ る 事項 に 従い 算定 
され た 額 を 合計 し 、 各 都 道 府 県 等 へ 配分 する 。 

有 配分 基準 に 基づく ポイ ント が 15 ポイ ント 以上 の 事業 実施 計画 を 交付 金 の 

分 対象 と する 。 

a こ 対 する 配分 

NM be NS a 
枠 の 予算 の 範囲 内 で ポイ ント が 上 位 の 事業 実施 計画 か ら 順 に 要望 額 に 相当 する 額 
を 都 道 府 県 等 ご と に 合計 し た 額 を 配分 する 。 配分 大和 可、 全 和 下 和 けが 行 
われ な か っ た 事業 実施 計画 に つい て は 、 (2) に お ける 算定 の 対象 と する 。 

な お 、 同 一 ポイ ント を 獲得 し た 事業 実 計 画 が 複数 ある 場合 に は 、 要望 額 の 小さ 
い 順 に 配分 する 。 

ア GFP グロ ー バ ル 産 地 計画 (「 輸 出 事業 計画 (GFP グロ ー バ ル 産 地 計画 ) の 認定 規 
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定 」 ( 令 和 2 年 4 月 1 日 付け 農林 水産 大 臣 決 定 ) に 基づく GFP グロ ー バ ル 産 地 計 
画 を いう 。 以 下 同じ 。) の 認定 を 、 採 択 決 定 ま で に 受け て いる 取組 。 

イ 輸入 条件 に 対応 する た め の 取 組 。 

(3) 優先 枠 以外 の 取組 に 対す る 配分 
(1) の 合計 額 を 除い た 予算 の 範囲 内 で 、 (1) の 優先 枠 の 対象 と な ら な い 事 業 実 
施 計画 に つい て 、 ポ イン ト の 高い 順に 並べ 、 ポ イン ト が 上 位 の 事業 実施 計画 か ら 順 
に 要望 額 に 相当 する 額 を 都 道 府 県 等 ご と に 合計 し 、 配 分 する 。 

な お 、 同 一 ポイ ント を 獲得 し た 事業 実施 計画 が 複数 ある 場合 に は 、 評 価 項目 の う 
ち 有 効 性 の ポイ ント が 高い も の 、 そ の 次 に 要望 額 の 小さ い 順 に 配分 する 。 

(4) (2) 及び (3) に お いて 、 同 一 ポイ ント を 獲得 し た 事業 実施 計画 が 複数 ある 場 

合 に は 、 要 望 額 の 小さ い 順 に 配分 する 。 

(5) (2) に より 配分 し た 結果 、 最 後 の 配分 可能 額 が 事業 実施 計画 の 要望 額 を 下回る 
場合 に は 、 (2) に よる 予算 配分 を 行わ な か いこ と と し 、 予 算 配 分 が 行わ れ な か っ た 
事業 実施 計画 に つい て は 、 (3) に お ける 算定 の 対象 と する 。 

また 、 (3) に より 配分 し た 結果 、 最 後 の 配 分 可能 額 が 事業 実施 計画 の 要望 額 
を 下回る 場合 は 、 (3) に よる 予算 配分 を 行わ な か いこ と と する 。 

3 配分 結果 の 公表 
2 に より 配分 し た 結果 に つい て は 、 予 算 の 要望 が あっ た 都 道 府 県 等 に 対し て 以下 の 

項目 を 公表 する も の と する 。 

(1 ) 都 道 府 県 等 別 の 要望 件 数 

(2) 都 道 府 県 等 別 の 配分 対象 件 数 

(3) 配分 対象 と な っ た 事業 実施 計画 の 最低 ポイ ント (ボー ダー ライ ン ) 

4 留意 事項 

(1) 別表 2 に 掲げ る 各 事 業 の 評価 項目 に 定め る 配点 基準 に 従っ て ポイ ント を 与え られ 
た 事業 実施 計画 が 、 そ の ポイ ント に 該当 する 審査 基準 の 内 容 と 異な り 、 与 えら れ た 
ポイ ント を 下回る こと が 明らか と な っ た 場合 は 、 事 業 を 実施 で き な い も の と する 。 

(2 ) 配分 対象 と な っ た 事業 実施 計画 の 実施 を 取り 止め た 場合 は 、 当 該 年 度 及び 次 年 度 
に お いて 同一 の 事業 実施 計画 で 要望 する こと は で き な い も の と する 。 

た だ し 、 自 然 炎 害 等 、 や む を 得 な い 事 情 が ある と 地方 農政 局長 等 が 認め る 場合 
は 、 こ の 限り で は な い 。 














































































































































































































第 6 成果 目標 

本 事業 の 目標 年 度 は 、 事 業 実施 後 5 年 以内 と する 。 成 果 目標 は 、 目 標 年 度 に お ける 輸 
の 増加 額 と し 、 目 標 年 度 に お ける 輸出 額 を 、 現 状 (事業 実施 計画 作成 時 ) の 輸出 額 と 
比較 し て 1 千 万 円 以上 増加 させ る こと と する 。 





















































第 7 事業 実施 等 の 手続 
1 事業 実施 計画 の 作成 
事業 実施 主体 (者 道府県 が 目 ら 事業 実施 主体 に な る 場合 を 含む ) は 、 別 紙 様式 第 1 

号 に より 事業 実施 計画 を 作成 し 、 又 は 作成 し た 事業 実施 計画 を 変更 し た と き は 、 都 首 






































府県 知事 又は 食料 産業 局長 が 認め る 団体 (以下 「 都 道府県 知事 等 」 と いう 。) に 提 | 


する も の と する 。 

















な お 、 事 業 実施 計画 の 変更 又は 中 止 若 し く 








事 等 と 協議 を 行う も の と する 。 


2 都 道 府 県 等 事業 実施 計画 の 作成 及び 協議 

















は 廃止 が 生じ た 場合 は 、 

















当該 都 道 府 県 知 











我 





都 道 府 県 知 事 等 は 、 1 の 事業 実施 計画 (自ら が 作成 し た も の を 含む ) を 踏ま え 、 都 


























に より 都 道 府 県 知 事 に あっ て は 地方 農政 











て は 食料 産業 局長 に 提出 し 、 そ の 内 容 に つい て 協議 を 行う も の と する 。 























3 都 道 府 県 等 計画 の 変更 又は 中 止 着 し く 

















道府県 等 事業 実施 計画 (以下 「 都 道府県 等 計画 」 と いう 。) を 作成 し 、 


局長 等 に 、 食 料 産業 局長 が 認 


は 廃止 の 協議 








i 
\ め る 団体 に 


者 道府県 知事 等 は 、 2 の 規定 に より 作成 し た 都 道 府 県 等 計画 に つい て 、 次 の (1) 





か ら (5) まで に 掲げ る 事項 が 生じ た 場 























合 又は 都 道 府 県 等 計画 の 中 止 若しくは 廃止 が 














生じ た 場合 は 、 当 該 都 道 府 県 等 計画 を 別紙 様式 第 2 与 に より 都 道 府 県 知 事 に お いて は 
地方 農政 局長 等 に 、 食 料 産業 局長 が 認め る 団体 に あっ て は 食料 産業 局長 に 提出 し 、 そ 














内容! こつ いて 協議 義 を 行う も の と する 。 

な お 、 変 更 の 内 容 が 成果 目標 の 達成 に 
で の いずれ に も 該当 し な い 場 合 は 、 当 
府県 等 計画 の 取組 内 容 等 を 変更 する こ > 



























































< こ 資す る も の で あり 、 次 の (1) か ら (5) ま 
炎 協 議 を 受け る こと な く 本 事業 の 範囲 内 で 都 道 


が で きる も の と する 。 





(1) 事業 実施 主体 の 変更 (事業 実施 主体 の 追加 、 削 除 又 は 名 称 の 変更 


























(2) 事業 実施 主体 の 成果 目標 の 変更 ( 目 








(3) 都 道 府 県 が 事業 実施 主体 の 場合 、 実 施す る 事業 内 容 の 変更 
(4) 不用 額 の 発生 に より 交付 決定 の 額 の 減額 を 受け 














が 必要 と 認め た 場合 に 限る 。) 。 








(5 ) 予定 の 期間 内 に お いて 、 ee 


他 事 業 実施 主体 の 責 に 帰し 得 な い 事由 に 





A 事業 実施 





等 が 必要 と な る と き 。 


第 8 国 の 助成 措置 
1 国 は 、 予 算 の 範囲 内 に お いて 、 本 事業 の 実施 、 都 道府県 等 に よる 指 














標 値 の 変更 を 含む 。) 
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を 含む 。) 





} よ うと する と き (地方 農政 局長 等 


角 送 機関 の 事故 、 9 





、 交 付 対象 事業 が 予定 の 期間 内 に 














期間 の 翌年 度 へ の 繰り 


導 等 に 必要 な 経 











費 に つい て 、 a a 


と いう 。」) に 定め る と ころ に より 交付 金 を 交付 する 。 
2 国 は 、 都 道府県 等 に 交付 し た 交付 金 に 不用 額 が 生じ る こと が 明らか 
都 道 府 県 知 事 等 に 対し 、 交 付 金 の 全部 若しくは 一 部 を 減額 し 、 又は 既に 交付 され た 交 




















付 金 の 全部 若しくは 一 部 の 返還 を 求め る こ 


第 9 費用 対 効果 分 析 の 実施 方 法 
1 費用 対 効 果 の 算定 方 法 











と が で きる 。 


(1 ) 投資 効率 の 算定 は 、 原 則 と し て 、 次 式 に より 行う も の と する 。 





投資 効率 = (年 総 効果 額 エ 還元 率 ) 


施設 等 整備 事業 の 総 事業 費 





「 交 付 要 綱 」 


に な っ た と き は 


(2) 各 用 語 、 算 定 方 法 に つい て は 、 次 の ア か ら エ まで に より 行う も の と する 。 
ア 年 総 効果 額 は 、2 に 掲げ る 効果 項目 ご と の 年 効果 額 を 合算 し て 算定 する も の と 
する 。 
イ 還元 率 は 、 次 式 に より 総合 面 用 年 数 を 算定 し 、 別表 3 に て 算定 する も の と する 。 
n 三 総合 耐用 年 数 三 事 業 費 合 計 額 施設 等 別 年 事業 費 の 合計 額 
(施設 等 別 年 事業 費 三 施設 等 別 事業 費 二 当該 施設 等 耐用 年 数 ) 
この 場合 に お いて 、 当 該 施 設 等 耐用 年 数 は 、 減 価 償却 資産 の 耐用 年 数 等 に 関す 
る 省令 (昭和 40 年 大 蔵 省 令 第 15 号 ) 及び 農林 畜 水 産業 関係 補助 金 等 交付 規則 ( 昭 
和 31 年 农林 省 第 18 号 ) 別表 に 定め る と ころ に よる 。 
ウ 算定 の 基礎 と する 数 値 は 、 本 要綱 第 7 の 1 の 事業 実施 計画 の 内 容 と 整合 性 の と 
れ た も の で な けれ ば な ら な い 。 
エ 各 用 語 の 意味 は 、 そ れ ぞ れ 以 下 の と お り と する 。 
年 総 効果 額 事業 に より 1 年 の 間 に 生 じ る 効果 を 金額 に 換算 し た も の 。 事 
順に 換算 し 、 合 計 す る 。 
還元 率 よる 効果 は 、 単 年 で 発生 する だ け で な く 施 設 の 耐用 年 
a こ 発生 する も の で ある た め 、 年 当たり の 効果 
に 耐用 年 数 を 乗じ し た も の が 総 効果 額 と な る 。 た だ し 、 一 定 の 
NN np op 
も 収益 を 生み 出す も の も ある の で 、 その 分 を 毎年 、 各 年 の 効果 
額 か ら 割 り 引 く 必 要 が ある 。 これが 本 元 率 で ある 。 
割引 率 一 般 的 に 、 将 来 に 受け 取っ た り 支 払っ た りす る も の の 人 金銭 価 
値 は 現在 の 金銭 価値 より 低く な る た め 、 将 来 に わた っ て 毎年 
度 発現 され る 年 効果 総額 を 計画 時 の 価値 に 割り 戻す た め の 率 
こと 。 効果 発生 期間 中 の 金利 に 相当 し 、 この 金利 は 最近 の 長 
期 金 利 な ど を 参考 に 決定 され る (平成 11 年 に 建設 省 が 「 社 会 
資本 整備 に 係る 費用 対 効果 分 析 に 関す る 統一 的 運用 指針 」 を 
公表 し 、 そ の 中 で 割引 率 を 0.04 と し た こと を 受け 、 こ の 割引 
率 を 採用 し た も の で ある 。)。 
耐用 年 数 耐用 年 数 は 当該 施設 が 今後 何 年 間 に 渡 っ て 使え る か を 示す 。 
施設 の 構成 部 に より 耐用 年 数 が 異な る 場合 に は 、 費 用 に 応じ 
て 加重 平均 を 取る こと に より 、 便 宜 上 の 耐用 年 数 を 求め る ( 総 
合 耐用 年 数 )。 











































































































































































































































































































2 投資 効率 の 算定 に 用 いる 年 効果 額 等 

投資 効率 の 算出 に 用 いる 年 効果 額 等 の 算定 は 、 次 の (1) 及び (2) に より 行う も 
の と する 。 
(1 ) 効果 の 内 容 

食品 等 製造 の 輸出 に 係る 効果 と は 、 次 の ア 及 び イ に 掲げ る 効果 を いう 。 




































































ア 輸出 額 向 上 効果 


NE 
当該 施設 



























































































































































の 整備 に よる 生産 力 や 商品 の ブラ ン 
製造 量 や 販売 単価 が 向上 (増加 ) する こと で 、 輸 | 
イ 施設 維持 管理 コス ト 削 減 効果 





ド 価 値 の 向上 等 を 通じ 、 商 品 の 


























当該 施設 等 の 整備 に よる 製造 工程 の 効率 化 を 通じ 、 
管理 コス ト が 削減 され る こ 








と で 、 所 得 








年 が 増加 する 効果 


額 が 増加 する 効果 
商品 歩留まり の 改善 や 維持 














・ 品 質 の 向上 に 伴う 事業 実施 計画 の 最終 年 度 











の 維持 管理 に 係る 年 経費 等 











施設 
施設 の 








(2 ) 算出 方法 
品 等 製造 の 向上 に 係る 効果 の 年 効果 額 は 、 次 の ア 及 び イ に より 算定 する 年 効果 

額 の 合計 額 と する 
ア 輸出 額 向上 効果 

交 品 の 種類 ご と に 、 商 品 の 製造 量 

お ける 輸出 額 の 増加 額 の 合計 額 と する 。 
設 維 持 管 理 コ スト 削減 効果 

現状 の 施設 の 維持 管理 に 係る 年 経費 と 整備 
と の 差 と する 。 
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施 状況 の 点検 を 自ら 行い 、 
5 月末 まで に 都 道 府 県 知 事 等 に 


报告 














第 10 事業 実施 状況 の 報告 等 





事業 実施 主体 は 、 事 業 の 実施 年 度 の 翌年 度 か ら 目 標 年 度 ま で の 間 、 毎 年 度 、 事 業 実 






































的 な 根拠 に 基づき 具体 的 に 行う も の と する 。 





( 1 


た だ し 、 事業 実施 年 度 が 目標 年 度 の 事業 又は 目標 年 度 以前 に 








合 に あっ て は 、 当 該 報 告 





を 第 11 の 1 の 報告 に 


























代え る こ 








) 事業 実施 状況 


(2) 目標 値 及び 目標 値 の 達成 率 


(3) 事業 の 効果 、 事 業 実 施 
2 事業 実施 主体 に 対す る 指 
知事 等 は 、 事 業 実施 主体 か ら 1 の 規定 に よる 事業 実施 状況 の 報告 を 受け た 
事業 実施 計画 に 定め られ た 成果 目標 の 達成 の た め の 取 


な など 
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7 














都 道 府 県 
場合 に は 、 そ の 内 容 を 点検 し 、 
組 が 遅れ て いる と 判断 し た 場合 は 、 当 
置 を 講ず る も の と する 。 
地方 農政 局長 等 へ の 報告 


























後 の 課 題 及 び 改 善 方 法 
区 















































区 事業 実施 主体 ! 














適切 な 改善 措 














都 道 府 県 知 事 等 は 
び 自 ら 事 業 実施 主体 と 














月 末 ま で に 、 

















1 の 規定 に より 事業 実施 主体 か 





し て 作成 し た 事業 実施 状況 に つい て 、 
を 踏ま えて 別紙 様式 第 3 与 に より 事業 実施 状況 報告 書 を 作成 し 、 


都 道 府 県 知 事 に あっ て は 地方 農政 局長 等 に 、 食 料 産業 局長 が 認 

















本 に あっ て は 食料 産業 局長 に 
な お 、2 の 規定 に よる 改善 措置 を 講じ た 場合 は 、 改 善 措置 内 容 に つい て も 併せ て 報 
告 す る も の と する 。 


こ 報告 する も の と する 。 






































次 に 揚げ る 項目 を 含め て 事業 実施 状況 の 報告 書 を 作成 し 、 
に 報告 する も の と する 。 な お 、 























報告 書 へ の 記載 は 、 定量 























% 果 目標 を 達成 し た 場 
と が で きる も の と する 。 


























こ 対 し て 改善 計画 を 提出 させ る 








ら 報告 を 受け た 事業 実施 状況 及 



































2 の 規定 に よる 点検 結果 
報告 を 受け た 年 度 の 
^ め る 団 




















4 都 道 府 県 知 事 等 に 対す る 指導 
3 の 規定 に よる 報告 を 受け た 地方 農政 局長 等 は 、 当 該 報告 の 写し を 食料 産業 局長 に 
速やか に 送付 する と と も に 、 成 果 目 標 の 進捗 状況 等 の 点検 を 行い 、 そ の 結果 を 踏ま え 、 
必要 に 応じ 、 都 道府県 知事 等 を 指導 する も の と する 。 
この 場合 に お いて 、 地 方 農政 局長 等 は 、 当 該 指 導 の 内 容 と 結果 を 、 報 告 を 受け た 年 
度 の 12 月 末 ま で に 食料 産業 局長 に 報告 する も の と する 。 
3 の 規定 に よる 報告 を 受け た 食料 産業 局長 は 、 成 果 目 標 の 進捗 状況 等 の 点検 を 行い 、 
その 結果 を 踏ま え 、 必 要 に 応じ 、 食 料 産業 局長 が 認め る 団体 を 指導 する も の と する 。 
5 都 道 府 県 知 事 等 に 対す る 報告 徴収 
食料 産業 局長 及び 地方 農政 局長 等 は 、 都 道府県 知事 等 に 対し 、4 の 規定 に よる も の 
の ほか 、 必 要 に 応じ 、 事 業 実施 主体 ご と の 事業 実施 状況 に つい て 、 報 告 を 求め る こと 
が で きる も の と する 。 








































































































































































































第 11 事業 成果 の 評価 等 
1 報告 
事業 実施 主体 は 、 目 標 年 度 の 翌年 度 に お いて 、 事 業 実施 計画 に 定め られ た 目標 年 度 
の 成果 目標 の 達成 状況 に つい て 、 自 ら 評価 を 行い 、 第 10 の 1 の (1) か ら (3) まで 
に 掲げ る 項目 を 含め て 評価 報告 書 を 作成 し 、 5 月末 ま で に 都 道 府 県 知事 等 に 報告 する 
も の と する 。 
2 ”改善 措 置 四 指 半 等 
都 道 府 県 知 事 等 は 、 事 業 実施 主体 か ら 1 の 規定 に よる 事業 成果 状況 の 報告 を 受け た 
場合 に は 、 そ の 内 容 を 点検 し 、 そ の 結果 、 事 業 実施 計画 に 定め た 成果 目標 の 全部 又は 
一 部 が 達成 され て いな いと 認め る 場合 に は 、 当 該 事業 実施 主体 に 対 し 、 改 善 計画 を 提 
出 きせ る な ど 、 適 切な 改善 措置 を 講ず る と と も に 、 当該 成果 目標 が 達成 され る まで の 
前 、 改 善 状況 を 報告 させ る も の と する 。 
な お 、 報 告 書 へ の 記載 は 、 定 量 的 な 根拠 に 基づき 具体 的 に 行う も の と する 。 
3 地方 農政 局長 等 へ の 報告 
都 道 府 県 知 事 等 は 、 1 の 規定 に より 報告 を 受け た 事業 成果 の 状況 及び 自ら 事業 実施 
主体 と し て 作成 し た 事業 成果 の 状況 に つい て 、 2 の 規定 に よる 点検 結果 を 踏ま えて 別 
記 に 定め る 報告 期間 に 応じ 、 別 紙 様式 第 3 号 に より 報告 書 を 作成 し 、 報 告 を 受け た 年 
度 の 7 月末 まで に 、 都 道府県 知事 に に あっ て は 地方 農政 局長 等 に 、 食 料 産業 局長 が 認 
め る 団体 に あっ て は 食料 産業 局長 【 i 
な お 、2 の 規定 に よる 改善 措置 を 講じ た 場合 は 、 改 善 措置 内 容 に つい て も 合わ せ て 
報告 する も の と する 。 
4 事業 成果 の 評価 
3 の 規定 に よる 報告 を 受け た 地方 農政 局長 等 は 、 当 該 報告 の 写し を 食料 産業 局長 に 
すみ や か に 送付 する と と も に 、 そ の 内 容 を 点検 し 、 遅 滞 な く 関 係 部 局 で 構成 する 検討 
会 を 開催 し 、 事 業 の 成果 の 評価 を 行う も の と する 。 ま た 、 必 要 に 応じ 、 当 該 評価 の 結 
果 を 踏ま え 、 都 道府県 知事 を 指導 する も の と する 。 
この 場合 に お いて 、 地方 農政 局長 等 は 、 当該 評価 結果 及び 当該 指導 の 内 容 と 結果 を 、 
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評価 を 行っ た 年 度 の 12 


3 の 規定 に より 




















食料 産業 局長 が 誰 





月 末 ま で に 食料 産業 局長 ( 
\ め る 団体 か ら 
内 容 を 点検 し 、 事 業 の 成果 の 評価 を 行う も の と する 。 また 、 








に 報告 する も の と 























する 。 





報告 を 受け た 食料 産業 局長 は 、 そ の 
に 応じ 、 当 


該 評価 の 


結果 を 踏ま え 、 食 料 産業 局長 が 朗 


^ め る 団体 を 指 





導 す る も の と する 。 


第 12 交付 対象 事業 の 公表 


本 事業 の 適正 な 実施 及び 透明 性 の 確保 を 図 








る た め 、 都 道府県 知事 等 は 、 











交付 対象 事業 


RN mh 





こよ り 、 事 業 実施 年 度 の 翌年 度 の 7 








月 未 ま で に 





公表 を 行う も の と する 。 


第 13 事業 の 実施 





1 実施 設計 書 の 作成 


(1) 事業 実施 主体 は 、 施 




















設 等 整備 事業 を 実施 し よう と する と き は 、 あ ら か じ め 総 会 
の 議決 等 所 要 の 手続 を 行っ て 事業 の 施工 方 法 等 を 決定 し た 上 で 、 実 施設 計 














区 
を 作成 し 、 都 道府県 知事 














(2) 実施 設計 書 の 作成 に 当たっ て 、 事 業 実 施主 体 に その 作成 能力 が な い 場 合 に は 、 








面 、 仕 様 書 及び 工事 費 明 細 書 等 の 工事 の 実施 に 





等 に 提 





出す る も の と す 











幸 : 
上 





必要 な 設計 図 
る 。 








計 事務 所 等 に 委託 し 、 又 は 請け 負わ せ て 作成 する も の と する 。 





た だ し 、 製 造 請負 工事 に 係る 実施 設計 


等 の 議決 等 所 要 の 手続 を 








圭 【 


書 に つ 


原則 と し 








行人 た で < 


いて は 、 事 業 実施 主体 に お ける 
一 般 競 争 入札 若しくは 一 般 


Cs 





書 


等 


Ee 
日 又 日 


( 


を いう 。 以 下 同 じ 。) 


EA 
1X 


総会 


投 豆 


入札 に 準ずる 方 法 に より 施工 業者 を 選定 し 、 又 は 、 SI 
























































て は 単 一 の 施工 業者 を 選定 し て 、 当 該 施工 業者 に 実施 設計 書 を 提出 させ 、 こ れ を 調 
回 する こと に より 作成 する も の と する 。 
2 予算 の 計上 

事業 実施 主体 は 、 予 算 案 及 び 事 業 実施 計画 案 を 作成 し 、 総 会 等 の 議決 を 得る も の と 
する 。 

な お 、 予 算 の 計上 に 当たっ て は 、 予 算 科 目 等 に お いて 交付 対象 事業 費 で ある 財 を 明 
示す る と と も に 、 交 付 対象 外 経費 と 一 括 計 上 する 必要 が ある と き は 、 明 細 人 等 に お いて 
交付 対象 事業 費 を 明確 に 区 分 し て お くも の と する 。 

3 NAS に 基づく 許 認 
設 等 整備 事業 の 実施 に 当たり 、 土 地 改 良 法 (昭和 24 年 法律 第 195 号 ) に 基づく 








Es 建筑 
年 法 律 第 





| 
让 





(1 ) 事業 の 着手 





基準 法 (昭和 25 年 法律 第 
に 基づく 転用 の 許可 等 を 必 
法令 の 定め る と ころ に より 、 


229 号 ) 


よ 、 











当該 許認可 等 

















都 道 府 上 





201 号 ) 等 に 基づく 確認 





要 と する と き は 、 事 
を 得る も の と する 。 











S、 農 地 法 (昭和 27 
業 実施 主体 は 、 関 係 





県 等 か ら 事 業 実施 主体 べ へ の 交付 決定 に 基づき 行う も の と す 


た だ し 、 地域 の 実情 に 
事情 に より 、 
都 道 府 県 等 の : 








商 正 な 指導 








交付 決定 前 に 








応じ て 事業 の 効果 的 な 実施 を 図 ] 
着手 する 場合 に あっ て は 、 事 業 実 施主 体 は せ 、 あ ら か じ め 、 

















を 受け た 上 で 、 そ の 理 
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る 上 で 緊急 か つや む を 得 な い 





由 を 明記 し た 交付 決定 前 着手 





1 (別紙 
































様式 第 4 号 ) を 都 道 府 県 知事 等 に 提出 する も の と する 。 

(2) (1) の た だ し 書 に より 交付 決定 の 前 に 着手 する 場合 に つい て は 、 事 業 実施 主体 
は 、 本 事業 に つい て 、 事 業 の 内 容 及び 交付 金 の 交付 が 確実 と な っ て か ら 着 手 す る も 
の と する 。 

また 、 こ の 場合 に お いて も 、 事 業 実施 主体 は 、 交 付 決定 まで の あら ゆる 損失 等 は 
自ら の 責任 と する こと を 了 知 の 上 で 行う も の と する 。 

な お 、 事 業 実施 主体 は 、 交 付 決定 の 前 に 着手 し た 場合 に は 、 交 付 申請 書 の 備考 欄 
に 着手 年 月 日 及び 交付 決定 前 着手 届 の 文書 番号 を 記載 する も の と する 。 

(3) 都 道 府 県 等 は 、 (1) の た だ し 書 に よる 着手 に つい て は 、 事 前 に その 理由 等 を 十 
分 に 検討 し て 必要 最小 限 に と ど め る よう 指導 する ほか 、 着 手 後 に お いて も 必要 な 指 
導 を 十分 に 行う こと に より 、 本 事業 が 適正 に 行わ れる よう に する も の と する 。 

5 事業 の 施工 

(1) 施工 方 法 

施設 等 整備 事業 は 、 請 負 施 工 又 は 委託 施工 に よっ て 実施 する も の と し 、1 つの 事 
業 に つい て は 1 つの 施工 方 法 に より 実施 する こと を 原則 と する 。 

た だ し 、 事 業 費 の 低減 を 図る た め 、 適 切 と 認め られ る 場合 に は 、 1 つの 事業 に つ 
いて 工種 又は 機械 ・ 施 設 等 の 区 分 を 明確 に し て 2 つ 以 上 の 施工 方 法 に より 施工 する 
こと が で きる も の と する 。 

また 、 施 工 方 法 ご と に 、 次 の 事項 に 留意 する も の と する 。 

(2) 請負 施工 
請負 施工 に お いて は 、 事 業 実施 主体 は 、 工 事 請 負 人 を 定め 、 実 施設 計 書 に 基づき 、 
か つ 、 所 定 の 請負 代金 を も っ て 、 所 定 の 期間 内 に 工事 を 完了 させ る も の と し 、 工事 に 
要 し た 経費 の 明細 書 の 提出 を 受け て 、 工事 費 の 精算 を 行う も の と する 。 ま た 、 工 事 の 

請負 方 法 、 指 導 監 督 及 び 検 査 等 は 、 次 に よる も の と する 。 

ア 請負 方 法 
工事 の 請負 契約 は 、 原 則 と し て 、 一 般 競 争 入札 に 付す る も の と する が 、 一 般 競 

争 入札 に 付 し 難い 場合 に あっ て は 、 そ の 理由 を 明確 に し 、 指 名 競争 入札 に 付す る 

も の と する 。 
また 、 事 業 実 施主 体 は 、 入 札 終了 後 、 速 や か に その 結果 を 別紙 様式 第 5 号 に よ 

り 、 都 道府県 知事 等 に 報告 する も の と する 。 

た だ し 、 次 の いずれ か に 掲げ る 場合 に あっ て は 、 隊 意 契 約 に よる こと が で きる 

も の と する 。 

な お 、 (了) 及び ( ウ ) に 掲げ る 場合 に あっ て は 、 契 約 保 証 金 及び 履行 期限 を 
除き 、 競 争 入札 に 付す る と き に 定め た 予定 価格 その 他 の 条件 を 変更 する こと が で 
き な い も の と ずる 。 

( ア ) 競争 入札 に 付 し 難い 事情 が あり 、 か つ 、 当 該 事業 実施 主体 の 総会 等 の 同意 
を 得る 等 の 手続 を 行う 場合 

( イ ) 一 般 競 争 入札 に 付 し て 落札 に 至ら な い 場 合 
( ウ ) 指名 競争 入札 に 付 し て 落札 に 至ら な い 場 合 

事業 実施 主体 は 、 契 約 手続 の 透明 性 を 確保 する た め 、 交 付 対象 事業 費 に 係る 


































































































































































































































































































契約 に 関し 、 競 争 契 約 に あっ て は 入札 者 及び 入札 金額 を 、 
契約 の 相手 方 及び 契約 金額 を 、 原 則 と し て 公表 する も の と する 。 


























随意 契約 に あっ て は 


また 、 都 道府県 等 は 、 事 業 実 施主 体 の 適正 な 契約 手続 を 確保 する 上 で 、 必 要 











な 指導 を 行う も の と する 。 
イ 工事 の 指導 監督 
事業 実施 主体 は 、 請 負 契 約 と 同時 に 、 
に 、 請 負 人 に 現場 代理 人 等 を 定め させ 、 
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由 
































当 该 现场 代理 
































Nr 

















ら せ る ほか 、 主 要 工 事 及 び 埋 設 等 に より 工事 完了 後に は 明示 で き な v 


E に 関す る 一 切 の 事項 を 処理 させ る も の と する 。 
また 、 事 業 実施 主体 は 、 現 場 監督 員 等 を 選任 し 、 請 負 契 約 書 、 
め ら れ た 事項 に つい て 、 工 程 表 の と お り 工 事 が 実施 され る よう 指 






































青 負 人 か ら 工 程 表 等 を 提出 させ る と と も 
E 人 等 に 工事 の 施工 ・ 施 工 管 

実施 設計 書 に 定 

導 監 督 等 に 当 た 

部 分 の 現場 


写真 を 撮影 させ 、 工 事 の 記録 等 を 行わ せる も の と する 。 


ウ 工事 の 検査 及び 引渡 し 




















を 提出 させ る と と も に 、 請 負 契 約 書 に 定 



































め ら れ た 期間 内 
上 で 、 引 渡し を 受け る も の と する 。 こ の 場合 に お いて 、 
き は 、 期 間 を 定め て 請負 人 に 手直し 工事 を 行わ せ 、 時 











事業 実施 主体 は 、 請 負 人 が 工事 を 完了 し た と き は 、 当 該 請負 人 か ら 工 事 完了 届 
に し ゅ ん 功 検 査 を 行っ た 
当該 検査 に 合格 し な いと 















































し を 受け る も の と する 。 ま た 、 当 該 検査 に 合格 し た 工事 に つい て は 、 

















取 証 を 交付 する も の と する 。 
(3) 委託 施工 





度 検査 を 行っ た 後に 、 il 





請負 人 に 引 


委託 施工 に お いて は 、 事 業 実施 主体 は 、 工 事 の 委託 先 を 定め 、 受 託 者 に 実施 設 








唱 








に 基づき 、 か つ 、 所 定 の 委託 金額 を も っ て 、 








と も に 、 工 事 に 要 し た 経費 の 明細 書 の 提 ! 




















明確 に し て お くも の と する 。 


手続 を 行う ほか 、 請 負 施 工 と の 比較 検討 を 行い 、 











所 定 の 








期間 内 に 工事 を 完成 させ る と 
を 受け て 、 OS 
る 。 また 、 委 託 施 工 を 選択 する 場合 は 、1 の (1) | 


定め る 総会 等 の 議決 等 所 要 の 














委託 施工 | こよ る こと と し た 理由 を 





事業 実施 主体 は 入札 終了 後 、 速 や か に その 結果 を 別紙 様式 第 5 号 に より 、 都 道 府 

















県 知事 等 に 報告 する も の と する 。 




















a Ri こ お け る 工事 の 指導 監督 、 検 査 及び 引渡 し 等 に つい て は 、 請 負 施 





に 準じ て 適正 に 行う も の と する 。 
6 0 
箇 設 等 整備 事業 に 係る 契約 に つい て は 、5 に 








定め る 事項 に 留意 の 上 、 


等 の 一 層 の 公平 性 、 透 明 性 等 を 図る も の と する 。 
また 、 一 般 競 争 入札 に つい て は 、 公 告 期間 は 10 日 以上 (土日 祝祭 日 は 参入 し な 
い ) を 確保 する も の と し 、 公 告 は 当 A NG ムペ ー 
ジ 、 掲 示 そ の 他 の 方 法 に より 行い 、 広 く 周 知 に 















































7 AAA 会 計 経理 
会 計 経理 は 、 次 に 掲げ る 事項 に 留意 し て 適正 


















































努め る も の と する 。 


に 処 














(1 ) 交付 対象 事業 費 の 経理 は 、 独 立 の 帳簿 を 設定 する 等 の 方 法 に 

















分 し て 行う も の と する こと (交付 対象 外事 業 費 を 含む 全 
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時 する 凡才 
り 、 他 の 経理 と 区 
IS 括 



































し て 経理 する 














場合 に も 、 交 付 対象 事業 費 に つい て は 区 分 を 明確 に し て お く こ と 。) 。 
(2) 事業 費 の 支払 は 、 工 事 請負 人 等 か ら の 支払 請求 に 基づき 、 出 来 高 を 確認 の 上 行う 
も の と し 、 そ の 都度 領収 書 を 受領 し て お く こ と 。 
(3) 金銭 の 出納 は 、 人 金銭 出納 科 等 及び 金融 機関 の 預金 口座 等 を 設け て 行う こと 。 
(4) 領収 書 等 金銭 の 出納 に 関す る 書類 は 、 日 付 順 に 整理 し 処理 の て ん 未 を 明らか に し 
て お く こ と 。 
8 示し ゅ ん 功 工 事 の 防止 
機械 ・ 施 設 等 の 整備 に つい て 、 事 業 実施 主体 は 、「 未 し ゅ ん 功 工事 に つい て 」 ( 昭 
和 49 年 10 月 21 日 付け 49 経 第 2083 号 農 林 事 務 次 官 依 命 通知 ) 、「 未 し ゅ ん 功 工事 の 
防止 に つい て 」 (昭和 55 年 3 月 1 日 付け 55 経 第 312 号 農林 水産 省 大 臣 官 房 長 通知 ) 
及び 「 未 し ゅ ん 功 工 事 の 防止 に つい て 」 (昭和 55 年 10 月 30 日 付け 55 経 第 1995 号 農 
林 水 産 事務 次 官 依 命 通知 ) に より 、 未 し ゅ ん 功 工事 の 防止 に 努め る も の と し 、 必 要 に 
応じ て 予算 の 繰越 し 等 の 手続 を 行う も の と する 。 






























































































































































第 14 事業 完了 に 伴う 手続 
1 しゅ ん 功 届 
事業 実施 主体 は 、 工 事 が 完了 し た と き は 、 速 や か に その 言 を し ゅ ん 功 届 (別紙 様式 
第 6 号 ) に より 、 都 道府県 知事 等 に 届け 出る も の と する 。 
2 事業 の 実績 報告 
事業 実施 主体 は 、 交 付 対象 事業 が 完了 レ し た と き は 、 実 績 報告 書 に 出来 高 設計 書 を 添 
付 し て 都 道 府 県 知 事 等 に 報告 する も の と する 。 
3 事業 実績 報告 時 及び 事業 完了 検査 時 の 確認 
都 道 府 県 知 事 等 は 次 の (1) に より 、 施 設 等 整備 事業 が 完了 し て いる こと を 確認 
る も の と する 。 ま た 、 既 に 支払 が 行わ れ て いる 場合 に は 、 加 えて (2) 及び (3) に 
より 事業 費 が 適正 に 支出 ・ 受 領 さ まれ て いる こと も 確認 する も の と する 。 
(1) 工事 完了 の 確認 
現地 に お いて 現場 監督 者 等 か ら の 報告 及び 出来 高 設計 書 、 検 査 調書 、 引 渡 
品 書 、 工 事 請負 契約 書 等 の 書類 に より 工事 の 完了 期日 及び 事業 費 を 確認 。 
(2) 施工 業者 へ の 事業 費 の 支払 を 証する 資料 
事業 実施 主体 か ら 施工 業者 に 対 し て 事業 費 が 支払 われ て いる か を 会 計 帳 簿 、 振 込 
受付 書 等 で 確認 。 
(3) 施工 業者 が 事業 費 を 受領 し た こと を 証する 資料 
領収 書 の 写し 等 に より 、 施 工業 者 が 事業 実施 主体 か ら 事 業 費 を 受領 し て いる こと 
を 確認 。 
4 事業 完了 後 の 確認 
都 道 府 県 知 事 等 は 次 の (1) 及び (2) に より 、 事 業 完了 後 目標 年 度 ま で 、 事 業 が 
適正 に 実施 され て いる こと を 確認 する も の と する 。 
(1) 経営 状況 の 確認 
目標 年 度 ま で の 毎年 度 、 直 近 の 決算 報告 書 等 に より 経営 状況 を 確認 。 
(2 ) 現地 確認 
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現場 責任 者 等 か ら 施 設 の 稼働 状況 に つい て 聴取 
5 その 他 関 係 法規 に 基づく 
事業 完了 に 伴っ て 、 土 地 改 」 





手続 


エー 




















し ン ヽ 

















又は 実地 に 確 


对 
Ho 








法 に 基づく 工事 完了 届 又 は 建築 基準 法 に 基づく 使用 承 


認 等 を 必要 と する と き は 、 事 業 実施 主体 は 、 関 係 法規 の 定め る と ころ に より 、 そ れ ぞ 


れ 所 要 の 手 


第 15 関係 書 
事業 実施 主体 は 、 





類 の 整備 


続 を 行う も の と する 。 























交付 対象 事業 の 実施 に 係る 次 に 揚げ る 関係 書 衝 


実施 計画 の 最終 年 度 の 翌年 度 か ら 起 算 し て 5 年 間 整 備 ・ 保管 し て お くも の と する 。 


た だ し 、 本 事業 に より 取得 

































































場合 に お いて は 、 財 産 管理 台帳 及び その 他 関 係 書類 等 を 整理 
1 予算 関係 書類 
(1 ) 事業 実施 に 関す る 総会 等 の 
由 
(2 ) 予算 書 及 び 決算 書 
(3) 地元 負担 金 (分 ( 負 ) 担 金 、 夫 役 、 現 品 


あっ て は 負担 金 付加 明細 書 
(4) その 他 予 算 関係 の 事項 を し た 
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[ 事 施工 関係 











(1 ) 
(2 ) 





実施 設計 
入札 て ん 末 書 


請負 、 委 託 の 場合 








类 





及び 

















EE 








(3) 


請負 契約 


[至 








(4) 


工程 表 











类 








(5) 
(6 ) 























3 和 多 











書類 








納 秒 








(2) 
4 





書類 


等 





工事 完了 届 及 び 現 場 写真 

その 他 工 事 関係 の 事項 を 示し た 書類 
\ 理 関係 
(1 ) 金钱 | 




















寄 付 金 等 ) 诺 赋 课 、 


























証拠 書類 (見 積 
往復 文書 
交付 金 の 交付 か ら 実 績 報告 に 











5 施設 管理 



































(1 ) 管理 





規程 又は 











(2) 財産 管理 
(3) その 他 施 設 管理 


第 16 
1 交付 対象 事業 費 の 構 
交付 対象 事業 費 の 構 











台帳 











了 
と 4 


関係 書類 
] 用 規程 


























関係 の 事項 を 示し 

















青 求 書 、 





到 



































こ 書 類 


交付 対象 事業 費 の 内 容 、 構 成 及 び 積 算 


本 








15 


成 は 、 別 表 4 を 標準 と する 。 























書 及 び 借 用 


k= 
LL 














整理 し 、 本 事業 


し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 で 処分 制限 期間 を 経過 し な い 
保管 し な けれ ば な ら な い 。 














議事 録 及び 委託 施工 を 選択 し た 場合 に あっ て は 選択 下 








徴収 等 する 場合 に 














交付 対象 事業 費 の 積算 及び 取扱 い 

交付 対象 事業 費 は 、 工 事 費 、 実 施設 計 費 、 工 事 雑費 及び 消費 税 等 相当 額 に 区 分 し て 
a 1 事業 が 複数 の 施工 方 法 に より 施工 され る 場合 に は 、 そ れ ぞ れ の 
施工 方 法 別 に 区 分 し て 積算 する も の と する 。 
工事 費 、 守 、 工事 雑費 及び 消費 税 等 相当 額 に 区 分 し て 積算 する も の と する 。 
また 、 冷 蔵 庫 等 を 建設 工事 と 分 離し て 製造 請負 施行 又は 直接 購入 する 場合 は 、 製 造 
NA 工事 費 と 分 離し て 、 積 算 す る も の と する 。 

ア 工事 費 

( ア ) 積算 の 方 法 

a ee a 

NM 0 よる も の と し 、 建設 工事 費 は 
交 共通 費 及 び 消 費 税 等 相当 額 に 、 製造 請負 工事 費 は 、 機械 器具 .机 
材 費 、 運搬 費 及 び 組 立 ・ 据 付 工事 費 に 、 機械 器具 は 、 本 機 及 び 附 属 作業 機 に 区 
分 し て 積算 する も の と する 。 

さら に 、 直接 工事 費 は 、 RE * に 従っ て 各種 目 ご と に 建築 工事 、 
電気 設備 及び 機械 設備 工事 等 に 区 分 し 、 共 通 費 は 、 共 通 仮 設 費 、 現 場 管理 費 
及び 一 般 管理 費 等 に 区 分 し て それ ぞ れ 積算 する も の と する 。 こ の 場合 、 各 費 
目 の 積算 に 使用 する 材料 等 の 価格 等 に は 、 消 費 税 及び 地方 消費 税 に 相当 する 
NN 必 
要 性 が 明確 で ある 場合 に 限り 、 性 能 の 比較 検討 等 を 行っ た 上 、 機 種 等 を 選定 
し て 行う こと が で きる も の と する 。 
b 工事 価格 の 積算 は 、 原 則 と し て 、「「 公 共 建 築 工 事 積算 基準 」、「 公 共 建 
築 工 事 共通 費 積算 基準 」、「 公 共 建 築 工事 標準 歩 掛り 」、「 公 共 建 築 数 量 積 
算 基 準 」、 ! 公 共 建 築 設 備 数 量 積算 基準 」、「 公 共 建 築 工事 内 訳書 標準 様式 」 
及び 「 公 共 建 築 工事 見 積 標準 書式 」 の 制定 に つい て 」 (平成 17 年 3 月 25 日 
付け 16 经 第 1987 号 農 林 水 産 大 臣 官 房 経 理 課長 通知 ) に 準じ て 行う も の と す 













































































































































































































































































































































































































































































> 二 


到 


a 支給 上 3 は 、 請 負 施 工 及 び 委 託 施工 に あっ て は 事業 実施 主体 が 、 請 負 人 人 
に 原則 と し て 無償 で 支給 する 工事 材料 費 と し 、 請 負 施 工 等 に 係る 工事 費 部 分 
と 区 分 し て 工事 費 に 計上 する も の と する 。 

b 支給 品 費 の 積算 は 、 支 給 材料 の 仕 入 価格 に 文 給 材料 の 保管 、 運 搬 、 管 理 等 

に 必要 な 経費 を 加え た 額 と する 。 

c 工事 材料 に つい て 支給 を 行う 場合 は 、 工 事 材料 を 支給 する こと が 工事 費 の 
低減 に な る か どう か を 検討 し 、 支 給 す る こと が 工事 費 の 低減 に な る と き は 

原則 と し て 工事 材料 を 支給 品 費 と し て 積算 する も の と する 。 

(ツウ) 共通 仮設 

共通 仮設 費 は 、 建 物 及 び 工 作物 の 各種 の 直接 工事 に 共通 し て 必要 な 別表 5 に 

掲げ る 費用 と し 、 そ の 積算 は 、 当 該 直接 工事 の 規模 、 工 事 期間 等 の 実情 に 応じ 

て 適正 に 行う も の と する 。 
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( 工 ) 諸 経 費 











a 諸 経費 は 請負 施工 、 委託 施工 に お いて 請負 人 等 が 必要 と する 別表 5 に 掲 























げ る 現場 管理 費 及 び 般 管 理 費 等 と する 。 


























b 諸 経 費 は 、 原 則 と し て 、 


















































現場 管理 費 、 一 般 管理 費 等 に 区 分 し て 積算 する も 











a ae 








( オ ) 消費 税 等 相当 額 












































その 積算 は 、 工 事 価 格 等 
イ 測量 試験 費 





測量 試験 費 は 、 A 








共 費 、 消 耗 品 費 及び 委託 費 又 は 
0 計 費 














消費 税 等 相当 額 は 、 消 費 税 及び 地方 消費 税 に 相当 する 分 を 積算 する も の と し 、 
に 消費 税 及 び 地 方 消費 税 の 税率 を 乗じ し た も の と する 。 



































、 試 験 及び 設計 等 に 必要 な 雇用 賃金 、 機 械 器 























施設 計 費 は 、 設 計 に 必要 な 調査 費 (地質 、 水 質 、 施 設 の 規模 、 構 造 、 能 力 、 
MA に 必要 な 費用 と する 。 ) 及び 設計 費 ( 設 


計 に 必要 な 費用 と する 。) と し 、 当 該 実 施設 計 を 委託 し 、 又 は 請け 負わ せる 場合 




















に 限り 、 交 付 対象 と する も の と する 。 
な お 、 当 該 実 施設 計 と 併せ て 工事 の 施工 監理 を 建築 士 事務 所 等 に 委託 し 、 又 は 











請け 負わ せる 場合 に お いて は 、 
の と する 。 
エ 工事 雑費 
































当該 監理 料 を 実施 設計 費 に 含め る こと が で きる も 











工事 雑費 は 、 事 業 実施 主体 が 事業 を 施工 する こと に 伴い 、 現 地 事務 所 等 に お い 








て 、 直 接 必 要 と する 別表 5 に 掲げ る 使途 基準 を 満た す 経 費 と し 、 事 業 の 施工 態様 








に 応じ て 積算 する も の と する 。 























その 額 は 、 原 則 と し て 、 工 事 価 格 及 び 測 量 試験 費 











(実施 設計 費 を 含む 。) の 合計 額 の 3.5 パー セン ト に 相当 する 額 以 内 と する 。 





事業 実施 主体 は 、 施 設 等 整備 事業 に 




















第 17 事業 に より 整備 し た 施設 等 の 管理 運営 等 に つい て 


より 交付 金 の 交付 を 受け て 整備 し た 施設 等 を 、 和 常 


に 良好 な 状態 で 管理 し 、 必 要 に 応じ て 修繕 、 改 築 等 を 行い 、 そ の 設置 目的 に 即 し て 最も 
効率 的 な 運用 を 図り 適正 に 管理 運営 する も の と する 。 









































1 管理 主体 
































施設 等 の 管理 運営 は 、 原 則 と し て 、 事 業 実施 主体 が 行う も の と する 。 
た だ し 、 事 業 実施 主体 が 、 施 設 等 の 管理 運営 を 直接 行い 難い 場合 に は 、 都 道府県 知 
事 等 が 適当 と 認め る 者 に 管理 運営 さす せる こと が で きる も の と する 。 



















































































この 場合 に お いて 、 事 業 実施 主体 は 、 管 理 の 委託 を 受け る 者 と 、 管 理 を 委託 する 施 
設 等 の 種類 、 設 置場 所 、 移 管 の 年 月 日 、 管 理 方 法 、 管 理 の 委託 を 受け る 者 の 権利 、 義 
務 、 そ の 他 の 必要 な 事項 に つい て 協議 し 、 委 託 契 約 を 締結 する も の と する 。 


























2 管理 方 法 






























































(1 ) 事業 実施 主体 は 、 施 設 等 の 管 選 











状況 を 明確 に する た め 、 交 付 要 綱 別 記 様 式 第 8 号 























に よる 財産 管理 台帳 を 備え 置く も の と する 。 























(2) 事業 実施 主体 は 、 そ の 管理 する 施設 等 に つい て 、 所 定 の 手続 を 経て 管理 規程 又は 
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利用 規程 を 定め る こと に より 適正 



































を 図り 得る よう 必要 な 資金 の 積立 








て 圧縮 記帳 を 行っ て いる 場合 に は 、 
(3) (2) の 管理 規程 又は 利用 規程 






































な 管理 運営 を 行う と と も に 、 施 
に 努め る も の と する 。 特に 、 交 
留意 する も の と する 。 








に は 、 次 に 掲げ る 事項 の うち 施設 


必要 な 項目 を 明記 する も の と する 。 


ア 事業 名 及び 目的 

種類 、 名 称 、 構 造 、 規 模 、 型 
设置 场所 
管理 主体 名 並び に 管理 責任 者 
利用 者 の 範囲 

利用 方 法 に 関す る 事項 
利用 料 に 関す る 事項 
保全 に 関す る 事項 
償却 に 関す る 事項 
必要 な 資金 の 積立 に 関す る 事 
， に 関す る 
その 他 必 要 な 事項 































































































マ YT すす > 


式 及 び 数 量 


の 役職 及び 氏名 


項 
事項 





役 等 
付 金 の 交付 を 受け 





の 継続 的 活 用 


等 の 種類 に 応じ 














(4) 事業 実施 主体 は 、 施 設 等 の 管理 


























運営 状況 を 明らか に し 、 そ の 効率 的 運用 を 図る た 





め 、 施 設 等 の 管理 運営 日 誌 又は 施設 利用 短 等 を 適宜 作成 し 、 整 備 保存 する も の と す 














る 。 
3 財産 処分 等 の 手続 
事業 実施 主体 は 、 施 設 等 に つい て 、 








その 処分 制限 期間 (減価 償却 資産 の 耐用 年 数 等 























昭和 31 年 农林 省 第 18 号 ) 別表 に 定 





関す る 省令 (昭和 40 年 大 蔵 省 令 第 15 号 ) 及び 農林 音 水 産業 関係 補助 金 等 交付 規則 


め る 耐用 年 数 を いう 。 以 下 同じ 。) 内 に 、 当 該 











六 二 一 个 





に 供し 、 又 は 取り 壊 そ うと する と き は 
し た 財産 の 処分 等 の 承認 基準 に つい 
林 水 産 省 大 臣 官房 経理 課長 通知 。 以 
より 、 都 道府県 知事 等 の 承認 を 受け 

この 場合 に お いて 、 都 道府県 知事 
準 通知 の 定め る と ころ に より 、 そ の 
NN \ を 受け な けれ ば な ら な 
4 に 伴う 手続 

i 施設 等 の 移転 、 

































































設 等 を 当該 交付 金 の 交付 の 目的 に 反し て 使用 し 、 譲 渡し 、 交 換 し 、 


「 補 助 事業 等 に より 取得 し 、 
て 」 (平成 20 年 5 月 23 日 付け 











貸付 けし 、 担 保 
又は 効用 の 増加 
20 経 第 385 号 農 








下 「 承 認 基 準 通知 」 と いう 。) の 定め る と ころ に 


な けれ ば な ら な い 。 





等 は 、 当 該 申請 の 内 容 を 承認 する と き は 、 承 認 基 











必要 仁 を 検討 する と と も に 、 あ ら か じ め 地 方 農政 


い 。 





























に 影響 を 及ぼ す と 認め られ る 変更 を 伴う 増築 、 模 様 替 え 等 を 当該 施 


の 























5 災害 の 報告 
(1) 事業 実施 主体 は 、 天 災 そ の 他 の 災 
せ ず 、 又 は 交付 対象 事業 の 遂行 が 





























施設 等 整備 事業 で 取得 又は 効用 の } 


























くく と 所 








お 
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更新 又は 生産 能力 、 利 用 規模 若しくは 利用 方 法 等 





設 等 の 処分 制限 期 
当 加 し た 施設 等 の 





増築 届 (別紙 様式 第 7 号 ) に より 、 都 道府県 知事 等 に 届け 出る も の と する 。 


災害 に より 、 交 付 対 象 事業 が 予定 の 期間 内 に 








の 








知事 等 に 報告 し 、 そ の 指示 を 受け る も の と する 。 
な お 、 報 告 に 当たっ て は 、 災 害 の 種類 、 科 災 年 月 日 、 被 災 時 の 工事 進捗 度 、 和 被災 

程度 及び 復旧 見 込 額 並 びに 防災 及び 復旧 措置 等 を 明らか に し た 上 で 被災 写真 を 添付 
する も の と する 。 

(2) 事業 実施 主体 は 、 施 設 等 に つい て 、 処 分 制限 期間 内 に 天災 その 他 の 災害 を 受け た 
と き は 、 承 認 基 準 通 知 の 規定 に 準じ て 都 道 府 県 知 事 等 に 報告 する も の と する 。 































































































第 18 自社 製品 の 調達 又は 関係 会 社 か ら の 調達 が ある 場合 の 利益 等 排除 

本 事業 に お いて 、 交 付 対象 事業 費 の 中 に 事業 実施 主体 の 自社 製品 の 調達 又は 関係 会 

社 か ら の 調達 分 (工事 を 含む な ) が ある 場合 、 交 付 対象 事業 の 実績 額 の 中 に 事業 実施 主 

体 の 利益 等 相当 分 が 含ま れる こと は 、 調 達 先 の 選定 方 法 い か ん に か か わら ず 、 交 付 金 

の 交付 の 目的 上 ふさ わし く な いた め 、 以 下 の と お り 利 益 等 相当 分 の 排除 を 行う も の と 

する 。 

1 利益 等 排除 の 対象 と な る 調達 先 
事業 実施 主体 が 次 の (1) か ら (3) まで の いずれ か の 関係 を 有する 会 社 か ら 調 達 

を 受け る 場合 ( 他 の 会 社 を 経 貼 し た 場合 、 い わ ゆ る 下請 会 社 の 場合 を 含む 。) は 、 利 

益 等 排除 の 対象 と する 。 

(1 ) 事業 実施 主体 自身 

(2) 100% 同 一 の 資本 に 属す る グル ー プ 企業 

(3) 事業 実施 主体 の 関係 会 社 (事業 実施 主体 と の 関係 に お いて 、 有 財務 諸表 等 の 用 語 、 

様式 及び 作成 方 法 に 関す る 規則 (昭和 38 年 大 蔵 省令 第 59 号 ) 第 8 条 に 定め る 親 会 

社 、 子 会 社 及び 関連 会 社 並 びに 事業 実施 主体 が 他 の 会 社 等 の 関連 会 社 で ある 場合 に 

お ける 当該 他 の 会 社 等 を いい 、 (2) を 除く 。) 

2 利益 等 排除 の 方 法 

(1 ) 事業 実施 主体 の 自社 調達 の 場合 、 当 該 調達 品 の 製造 原価 を も っ て 交付 対象 事業 費 
と する 。 

(2) 100% 同 一 の 資本 に 属す る グル ー プ 企業 か ら の 調達 の 場合 
取引 価格 が 当該 調達 品 の 製造 原価 以内 で ある と 証明 で きる 場合 は 、 取 引 価格 を も 
っ て 交付 対象 と する 。 こ れ に より が た い 場 合 に は 、 調 達 先 の 直近 年 度 の 決算 報告 
(単独 の 損益 計算 書 ) に お ける 売上 高 に 対す る 売上 総 利益 の 割合 (マイ ナス の 場合 
は ゼロ と する 。) を も っ て 取引 価格 か ら 利 益 相当 人 額 の 排除 を 行う 。 

(3) 事業 実施 主体 の 関係 会 社 か ら の 調達 の 場合 
取引 価格 が 製造 原価 と 当該 調達 品 に 対す る 経費 等 の 販売 費 及 び 一 般 管 理 費 と の 合 
計 以 内 で ある と 証明 で きる 場合 、 取 引 価格 を も っ て 交付 対象 事業 費 と する 。 こ れ に 
より が た い 場 合 は 、 調 達 先 の 直近 年 度 の 決算 報告 (単独 の 損益 計算 書 ) に お ける 売 
上 高 に 対す る 営業 利益 の 割合 (マイ ナス の 場合 は ゼロ と する 。) を も っ て 取引 価格 
か ら 利 益 相当 額 の 排除 を 行う も の と する 。 

注 ) 「 製 造 原価 」 及 び 「 販 売 費 及び 一 般 管 理 費 」 に つい て は 、 そ れ が 当該 調達 品 に 

対す る 経費 で ある こと を 証明 する も の と する 。 ま た 、 そ の 根拠 と な る 資料 を 提 | 

する も の と する 。 
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第 19 留意 事项 

1 事業 実施 主体 は 、 事 業 の 進行 状況 等 を 都 道 府 県 知 事 等 に 随時 報告 する ほか 、 都 道 府 

県 等 の 担当 者 の 求め に 応じ て 報告 を 行い 、 適 切な 事業 の 執行 に 努め る も の と する 。 
2 見 積 書 に より 事業 費 を 算定 する 場合 に は 、 原 則 と し て 、 複 数 の 者 か ら 見 積 書 を 徴収 
し 比較 検討 する も の と する 。 
3 交付 の 対象 と する 施設 ・ 機 械 等 は 、 原 則 と し て 、 耐 用 年 数 が お お むね 5 年 以上 か つ 
50 万 円 以上 の も の と する 。 

4 NA 
用 する 場合 の ほか 、 増 築 、 、 併 設 等 の 事業 又は 古 品 及び 古 材 (中 古 機械 を 含む 。 
i 
場合 は 、 材 質 、 規 格 、 形 式 等 が 新品 新 資材 と 一 体 的 な 施工 及び 利用 管理 を 行う 上 で 不 
都合 の な いも の と する 。 

5 事業 実施 主体 は 、 過 剰 な 施設 等 の 整備 を 排除 する な ど 、 徹 底 し た 事業 費 の 低減 に 努 
め る も の と する 。 

6 NRN es 
・ 認 証 を 取得 し て いな い 事 業者 は 、 目 標 年 度 以 降 に あっ て も 、 事 業 実施 計画 に 基 
EN 認証 を 取得 し 、 Nn 

な けれ ば な ら な い 。 

7 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 を 実現 する た め 、 事 業 実施 計画 の 策定 に 当 た 
っ て は 、 品 質 ・ 衛 生 管 理 専門 家 等 を 活用 し た 調査 ・ 検 討 を 十分 に 行う こと が 効果 的 で 
ある 。 こ の た め 、 事 業 実 施 に 先立ち 、 品 質 ・ 衛 生 管理 専門 家 人 检讨 
を 行っ た 場合 に は 、 品質 ・ 衛 生 管 理 専門 家 等 の 指導 内 容 及 びそ の 対応 状況 等 に つい て 、 
事業 実施 計画 中 に 明記 する と と も に 、 当 該 指導 内 容 等 が 分 か る 書面 等 が ある 場合 は 、 
これ を 提出 する こと と する 。 

8 本 事業 に 係る 収入 及び 支出 を 明らか に し た 帳 委 並び に 当該 収入 及び 支出 に つい て の 
証拠 書類 又は 証拠 物 を 、 事 業 実施 計画 の 最終 年 度 の 翌年 度 か ら 起 算 し て 5 年 間 整 備 ・ 
保管 し な けれ ば な ら な い 。 

9 取得 財産 等 が ある 場合 は 、 8 中 帐 簿 等 法 、8 の 規定 に か か わら ず 取 得 財産 等 の 処分 
制限 期間 中 は 整備 ・ 保 管 し な けれ ば な ら な い 。 

10 輸出 促進 法 の 第 13 条 に お いて 、 国 、 都 道 府 県 等 、 株 式 会 社 日 本 政策 金融 公庫 は 、 農 
林 水 産物 及び 食品 の 輸出 の 促進 の 総合 的 か つ 一 体 的 な 推進 を 図る た め 、 相互 に 連携 を 

図り な が ら 協 力 す る こと を 定め 、 活動 内 容 に 応じ て 融資 等 の 支援 措置 を 講ず る た め の 
仕組 み を 創設 し て いる 。 この こと か ら 、 本 事業 の 実施 に 当たり 、 本 申請 に 係る 情報 ( 事 
業者 名 、 所 在 地 、 事 業 規模 等 ) に つい て 、 事 業 実 施主 体 の 規模 及び 性 質 、 採 択 の 有無 
等 に 関わ ら ず 、 必 要 に 応じ 、 株 式 会 社 日 本 政策 金融 公庫 に 提供 する こと と する (た だ 
MU て 情報 提供 へ の 同意 を し な い 場 合 を 除く ) 。 

11 施設 等 整備 事業 に より 整備 し た 施 に つい て 、 事 業 名 ・ 導 入 年 月 日 を 表示 (プレ 
OD 

12 事業 実施 主体 は 、 第 5 の 1 の (8) に 規定 する 貸付 け に つい て 、 資 金 の 貸付 け 等 を 
行う 機関 が 発行 する 融資 証明 書 、 出 資 証明 書 、 そ の 他 の 融資 が 確実 に 行わ れる こと を 



































































































































































































































































































































































































































































































































証明 する 書類 を 、 都 道府県 等 か ら 事 業 実施 主体 へ の 交付 決定 時 まで に 提出 する も の と 
する 。 











附 則 
この 要綱 は 、 令 和 2 年 1 月 30 日 か ら 施行 する 。 











附则 

1 この 要綱 は 、 令 和 2 年 4 月 30 日 か ら 施 行 す る 。 

2 この 通知 に よる 改正 前 の 本 要綱 に より 実施 し た 事業 に つい て は 、 な お 従前 の 例 に よ 
る 。 
附则 

1 この 要綱 は 、 令 和 3 年 1 月 28 日 か ら 施 行 す る 。 

2 i こよ る 改正 前 の 本 要綱 に より 令 和 2 年度 まで に 又は その 翌年 度 以降 に 繰り 越 

















て 実施 し た 事業 (第 7 の 事業 実施 等 の 手続 、 第 10 の 1 の 報告 、 第 11 の 1 の 報告 、 第 
te D 
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別表 1 














附帯 事務 費 の 使途 基準 
区 分 内 容 
旅 費 | 普通 旅費 (設計 審査 、 検 査 等 の た め 必 要 な 旅費 ) 





報 酬 





職員 手当 等 






































役 务 費 






































日 額 旅費 (官公 署 等 へ の 常時 連絡 及び 工事 の 施行 、 監 督 、 測量 、 
査 又は 検査 の た め の 管内 出張 旅費 ) 

委員 等 旅費 (委員 に 対す る 旅費 ) 

費用 弁償 (会 計 年 度 任用 職員 に 対し て 支払 う 通 勤 に 係る 費用 ) 


副 


















































会 計 年 度 任用 職員 に 対し て 支払 う 実 働 に 応じ た 対価 





報酬 が 支弁 され る 者 に 対す る 期末 手当 














日 々 雇用 され る 雑役 並び に 事務 及び 技術 補助 員 に 対す る 賃金 




















現地 確認 等 の 指導 ・ 監 督 等 に 対す る 専門 家 経 費 














報酬 が 文 弁 され る 者 に 対す る 社会 保険 料 





謝金 











消耗 品 費 (各種 事務 用 紙 、 帳 筐 、 封 筒 等 の 文房具 、 そ の 他 消 耗 品 
費 ) 燃料 費 (自動 車 等 の 燃料 費 ) 

食糧 費 (当該 事業 遂行 上 特に 必要 な 会 議 用 弁当 、 茶 菓子 等 ) 
印刷 製本 費 (図面 、 諸 帳簿 等 の 印刷 費 及 び 製本 費 ) 

修繕 費 ( 庁 用 器具 類 の 修繕 費 ) 












































通信 運搬 費 (郵便 料 、 電 信 電 話 料 及 び 運 搬 費 等 ) 









































使用 料 及び 賃借 料 





備 品 購 入 費 


市 町 村 附帯 事務 費 











会 場 借 料 、 自 動車 、 事 業 用 機械 器具 等 の 借 料 及 び 損 料 











機械 器具 等 購入 費 








当該 事業 実施 に お いて 市 町 村 が 使用 する 、 旅 費 、 報 酬 、 期末 手当 




































































共済 費 、 報償 費 、 替 用 費 、 役務 費 、 使用 料 及 び 賃 貸借 料 及 び 備 品 購 
入 費 














注 : 本 事業 の 実施 


こ 必 要 な 経費 に 限る 。 











別表 2 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































配分 基準 表 
評価 項目 及び 配点 基準 ポイ ント 
容 ① すでに 輸出 実績 が ある 場合 、 直 近 3 年 の うち 年 間 輸出 額 の 最大 金額 (サン プ 
実 ル 輸 出 及び 100 万 円 未満 の 輸出 実績 を 除く ) が 次 の いずれ か に 該当 する 場合 、 
性 | 当該 ポイ ント を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 
ア 1 億 円 ミ 輸出 額 
イ 1 千 万 円 ミ 輸 出 額 < 1 億 円 
ウ 100 万 円 ミ 輸 出 額 < 1 千 万 円 1 
② 次 の いずれ か の 認定 ・ 認 証 を 既に 取得 し て いる 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 す 
る 。 (複数 選択 不可 ) 
ア 輸出 促進 法 の 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 4 
イ 1S022000、GFS1 承認 規格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、FSMA (米国 食品 安 3 
全 強 化 法 ) へ の 対応 、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 
ウ JFES-B、 有 機 JAS 等 1 
③ 次 の いずれ か に 該当 する 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 
了 GFP グロ ー バ ル 産 地 計画 の 認定 を 交付 決定 まで に 受け て いる 。 2 
了 ”GFP グロ ー バ ル 産 地 作り 推進 事業 の 採択 を 受け て お り 、GFP グロ ー バ ル 産 1 
地 計画 の 承認 を 受け る 見 込み で ある 。 
一 |④ 目標 年 度 に お ける 輸出 の 増加 額 が 次 の 項目 の いずれ か に 該当 する 場合 、 当 該 
大 | ポイ ント を 加算 する 。( 複 数 選択 不可 ) 
性 ア 1 億 円 ミ 増加 額 5 
イ 5 千 万 円 = 増加 額 < 1 億 円 4 
ウ 83 千 万 円 き 増加 額 < 5 千 万 円 3 
エ 2 千 万 円 ミ 増加 額 < 3 千 万 円 2 
オ 増加 額 < 2 千 万 円 1 
@ 第 9 の 費用 対 効 果 分 析 の 手法 に より 算出 し た 投資 効率 が 次 の いずれ か に 該当 
する 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 
了 2 = 費用 対 効果 2 
イ 1.5 ミ 費用 対 効果 < 2 1 
⑥ 次 の いずれ か の 認定 ・ 認 証 を 事業 実施 計画 に て 取得 予定 と し て いる 場合 、 当 
該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 
(1) 輸出 促進 法 の 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 5 
(2) 輸出 に 対応 する た め に 必要 な 認証 。 
ア 1S022000、GFSI 承认 规格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、FSMA (米国 食品 4 
安全 強化 法 ) へ の 対応 ハラ ー ル ・ コ ー シ ャ 
イ JFS-B、 有 机 JAS 等 1 
(3) 輸出 に 関係 の な い 認 証 を 取得 する 目的 の も の 。 0 























(JFS-A、 自 治 体 HACCP 等 ) 
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St 
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⑦ 次 の いずれ か の 取組 に 該当 する 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選 お 
不可 ) 
(1) 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 誰 証 の 取得 に 向け て 、 品 質 ・ 衛 生 管 理 専門 家 を 

活用 し た 調査 ・ 検 討 を 十分 に 行っ た 取組 と な っ て いる 。 














































































































(2) 長期 保存 施設 等 、 新 技術 を 活用 し た 施設 整備 を 行う 取組 と な っ て いる 。 
「 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 実行 戦略 」 に お いて 重点 品目 に 位置 づけ られ 
た 品目 の 輸出 拡大 に 取り 組む 事業 者 で ある 。 










































































活 沙 】 


Tr 





Lr 


[i 


上 























⑨ 輸出 商品 の 主 原料 に お ける 国産 原料 の 使用 割合 が 、 次 の いずれ か に 該当 する 
場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 

了 70% ミ 使用 割合 

イ 50% = 使用 割合 < 70% 

※ 複 数 商品 が 該当 する 場合 、 全 体 で 使用 割合 を 算定 する こと 。 












































































































































中 小 企业 基本 法 (昭和 三 十 八 年 法 律 第 百 五 十 四 号 ) 第 二条 で 規定 され る 中 小 
企業 者 又は 小 規模 企業 者 で ある 。 



































【 都 道府県 ポイ ント 】 

⑪ 地域 の 振興 作物 ・ 産 品 な ど 地 域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て いる か 。 
ア 地域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て お り 、 十 分 に 効果 が 見 込ま れる 。 
イ 地域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て お り 、 概 ね 効果 が 見 込ま れる 。 
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率 二 {ix (1 二 1) テー (1 二 i) "一 1} 


i 三 割引 率 三 0.04 


n i - 施 設 等 別 年 事業 費 の 合計 人 額 










































































こ だ し 、 施 設 等 別 年 事業 費 三 施設 等 別 事業 費 二 当該 施設 等 耐用 年 数 
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0. 
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別表 4 
機械 ・ 施 設 等 整備 





工事 価格 

















中 
dm 
TU 
吾 
































事業 費 











- 製造 請負 工事 費 ] 


















































机 械 器 具 费 
































「 純 工事 費 5 





nl 








消費 税 相当 人 額 





- 消费税 相当 额 





























工事 雑費 


ー 消費 税 相当 額 








































































































組立 ・ 据 付 工事 一 








及び 機材 費 
ー 工事 費 





に 00 


泽 费 
撮 

























































































别 表 5 
各種 経費 
1 共通 仮設 





区 分 内 容 





























準備 費 i 仮 道路 、 仮 橋 、 道 板 及び 借地 その 他 占 有料 等 に 関す 
る 費用 


仮設 建物 費 | 仮 現場 事務 所 倉庫 、 宿 舎 等 直接 工事 に 共通 的 に 必要 な 仮 施設 等 の 設 
置 ・ 撤 去 及び 補修 等 に 要する 費用 


工事 施設 費 | 仮 囲 、 工 事 用 道路 、 歩 道 構 台 、 場 内 通信 設備 等 の 工事 用 施設 等 の 設 
置 ・ 撤 去 及び 補修 等 に 要する 費用 


試験 調査 費 | 地 耐 力 試 験 、 施 設 の 機能 試験 並び に 材料 及び 製品 試験 等 に 要する 費 
用 








































































































整理 清掃 費 | 整理 清掃 、 屋 外 後 五 付け 清掃 、 屋 外 発生 材 処分 及び 養生 等 に 要する 
費用 


動力 用 水 光 熱 費 | 工事 用 電気 設備 及び 工事 用 給排水 設備 に 要する 費用 並び に 動力 、 用 
水 及び 交 熱 等 に 関す る 引込 負担 金 等 に 要する 費用 


機械 器具 費 共通 仮設 用 機械 及び 機械 器具 修繕 に 要する 費用 






















































































事 施工 の た め の 安 全 に 要する 費用 で 、 警 備 員 ・ 交 通 整 理 員 等 の 安 
監理 、 安 全 標識 及び 合図 等 に 要する 費用 
































運搬 費 | 共通 仮設 に 伴う 運搬 に 要する 費用 
そ 








の 他 | 上 記 の いずれ に も 属さ な い 共 通 仮設 等 に 伴う 費用 
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2 現場 管理 費 






























































































































































































































































































































































区 分 内 容 

労務 管理 費 現場 労働 者 及び 現場 雇用 労働 者 の 労務 管理 に 要する 費用 、 募 集 及 び 
解散 に 要する 費用 、 厚 生 に 要する 費用 、 純 工事 費 に 含ま れ な い 作 業 
用 具 及 び 作 業 用 被服 等 の 費用 、 賃 金 以 外 の 食事 、 通 勤 費 等 に 要する 
費用 、 安 全 及 び 衛 生 に 要する 費 用 並び に 労災 保険 法 に よる 給付 以外 
に 災害 時 に 事業 主 が 負担 する 費用 

租 税 公 課 | 工事 契約 書 等 の 印紙 代 、 申 請書 ・ 騰 抄本 癌 記 等 の 証紙 代 等 及び 諸 官 
公署 手続 費用 

保 険 料 | 火災 保険 、 工事 保険 、 自 動車 保険 、 組立 保険 、 賠償 責任 保険 及び 法定 
外 の 労災 保険 の 保険 料 

従業 員 給 与 手当 | 現場 従業 員 及 び 現 場 雇 用 労働 者 の 給与 、 諸 手当 (交通 費 、 住 宅 手当 
等 ) 及び 賞与 並び に 施工 図 等 を 外注 し た 場合 の 設計 費 等 

退職 人 金 | 現場 従業 員 に 対す る 退職 給与 引当 金 繰 入 額 及び 現場 雇用 労働 者 の 退 
職 金 

法定 福利 費 現場 従業 員 、 現 場 労働 者 及び 現場 雇用 労働 者 に 関す る 労災 保険 料 、 
MHD 健康 保険 料 及 び 厚 生年 金 保険 料 の 事業 主 負 担 額 並び に 

設 業 退職 金 共済 制度 に 基づく 事業 主 負担 額 

福利 厚生 費 CT 
費用 

事務 用 品 費 | 事務 用 消耗 品 費 、 事務 用 備品 、 新聞 ・ 図 書 ・ 雑 誌 等 の 購入 費 及 び 工 事 
写真 代 等 の 費用 

通信 交通 費 | 通信 費 、 旅 費 及 び 交 通 費 

補 償 費 | 工事 施工 に 伴っ て 通常 発生 する 騒音 、 振 動 、 濁 水 、 工 事 用 車両 の 通 
行 等 に 対し て 、 近 隣 の 第 三 者 に 支払 われ る 補償 費 (た だ し 、 電 波 障 
害 等 に 関す る も の を 除く 。) 

原価 性 経費 配 央 本 来 現場 で 処理 すべ き 業 務 の 一 部 を 本 店 及び 支店 が 処理 し た 場合 の 

額 和 经费 O 配 赋 逢 

雑 費 | 会 議 費 、 式 典 費 、 工 事実 績 等 の 登録 等 に 要する 費用 その 他 上 記 の い 
ずれ の 科目 に も 属さ な い 費 用 














内 


只 








員 報酬 


従業 員 給料 手当 














取締 役 及び 監査 役 に 要 する 経費 

















本 店 及び 支店 の 従業 員 に 対す る 給与 、 諸 手当 及び 賞与 (賞与 引当 金 

















維持 修繕 費 
事務 用 品 費 


通信 交通 費 








繰 入 額 を 含む 。) 

















本 店 及び 支店 の 役員 及び 従業 員 に 対す る 退職 金 (退職 引当 金 繰 入 額 


及び 退職 年 金 掛け 金 を 含む 。) 

















本 店 及び 支店 の 従業 員 に 関す る 労災 保険 料 、 雇 用 保険 料 、 
料 及び 厚生 年 金 保険 料 の 事業 主 負担 額 




















健康 保険 





本 店 及び 支店 の 従業 員 に 対す る 貸与 被服 、 医 療 及 び 慶 下見 舞 等 の 福 








利 厚生 等 に 要する 費用 














建物 、 機 械 及び 装置 等 の 修繕 維持 費 並 びに 倉庫 物品 の 管理 費 等 




















事務 用 消耗 品 、 固 定 資産 に 計上 し な い 事 務 用 品 及 び 新 聞 参 考 図書 等 








の 購入 費 





動力 用 水 光熱 費 
調査 研究 費 


通信 費 、 旅 費 及 び 交 通 費 


電力 、 水 道 及 び ガ ス 等 の 費用 








技術 研究 及び 開発 等 の 費用 








広告 宮 伝 費 








広告 又は 宣伝 に 要する 費用 














地 代 家 賃 
































事務 所 、 寮 及び 社宅 等 の 借地 借家 料 























減価 償却 費 
試験 研究 償却 費 
開発 償却 費 























建物 、 車 両 、 機 械 装置 、 事 務 用 品 等 の 減価 償却 額 














新 製 品 又は 新 技 術 の 研究 の た め の 特 別に 支出 し た 費用 の 償却 額 








新 技術 又は 新 経営 組織 の 採用 、 資 源 の 開発 及び 市 場 の 開拓 の た め の 

















特別 に 支出 し た 費用 の 償却 額 





























租税 公 課 
保険 料 
契約 保証 費 
雑 費 








不動 産 取 得 税 、 固 定 資産 税 等 の 租税 及び 道路 占有 料 そ の 他 の 公課 

















火災 保険 その 他 の 損害 保険 料 





契約 保証 に 必要 な 費用 




















な い 費 用 

















社内 打合せ の 費用 及び 諸 団 体 会 費 等 の 上 記 の いずれ の 項目 に も 属さ 



































































































































































































































区 分 内 容 

幸 酬 | 用地 買収 交渉 、 土 地 物件 等 の 評価 及び 癌 記事 務 に 要する 費用 

人 金 | 日々 必用 者 賃金 (測量 、 事 務 及 び 現 場 監督 補助 人 夫 等 の 賃金 

共済 費 | 賃金 に 係る 社会 保険 料 

需 用 費 | 消耗 品 費 、 燃 料 費 、 光 熱 水 料 、 印 刷 製本 費 、 広 告 費 、 修 繕 費 及び 食糧 
费 (事業 遂行 上 特に 必要 な 会 識 用 弁当 及び 茶 菓 子 貼 料 と する 。) 

役務 費 | 通信 迁 搬 费 、 手 数 料 、 笔 耕 翻 识 料及 仆 杂 役 务 费 

委託 費 | 测量 设计 及 只 登记 等 四 委 放 费 

旅 费 | 事業 実施 の 打合せ 等 に 必要 な 旅人 

使用 料 及 び 賃 借 料 | 土地 建物 、 貨 客 燕 用 自動 車 及び 事業 用 機械 器具 の 供 料 及び 損料 

備品 購入 費 | 事業 実施 に 直接 必要 な 店 用 器具 及 び 事務 用 機械 器具 の 購入 費 

公課 費 | 租税 以外 の 公 の 金銭 負担 の うち 分 担 金 、 手 数 料 及び 使用 料 等 
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別紙 様式 第 1 号 
年 月 日 





6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 
(食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 実施 要綱 ) 








事業 実施 計画 書 
都 道 府 県 知 事 等 殿 事業 実施 主体 名 
代表 者 氏名 




















6 次 産業 化 市 場 規 模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 
対策 事業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 官 依 偉 通知 ) 第 7 に 基 
づき 、 事 業 実 施 計画 を 提出 する 。 
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“(3 了 1 到 8 号 21 大 摧 关 到 地 fl 治国 草民 构 ) 了 >> 针 准 暴 之 呐 洒 摧 闪 2021 曾 YOM 灿 上 联 ` 募 冒 汪 秒 对 三 呈 弟 汪 第 I 唆 亲 摧 准 到 的 dDOVH “入江 
了 =Z 卫 四 逐日 颖 志 棱 营 @ 列 的 沿 仆 列 失 人 最 扶 芝 OO 蚜 乐 狼 TITT、C 儿 号 逐 尼 鞭 莹 列 的 qdDDVHEI 水 [CO 一 XAXY 一 上 dDDVH ` 尺 并 
了 =Z 汝 晶 季 阳 疮 “上 沙河“ 蚜 乐 妍 汪 是 泽 量 GO 国民 慰 梧 “24133772 着 归 好 困 异 慰 梧 号 & 洲 习 苇 束 请 站 请 CO 目 才 用 师 2 

( 半 素 立 流 太一 ゲー だ 人 昼間 一 处 一 XY 二 党 “一 ゲー< 漁 威 ) 信 EY 唱和 の ⑦ の は CRs 目 因 叶 芳 XK 蓄 滋 車 <) 購 の 「 征 珍 」【 丈 










































































































































































苇 跑 浊 针 各 天 的 d9OVH " 陽 社 る 東 奈 主 の 還 鍵 押 


































































































彤 下 妊 CO 葵 丝 冲 Z 以 下 








EAC 




















人 任性 
联 量 冉 涩 商人 村 盖 狗 D 切 条 王 难 举 迪生 上 
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六 马 素 下 让 和 洛 轨 斤 5 开 和 引 钢 己 亚 放 0 国 孚 印 隔 21 互 习 、 到 尺 人 & 园 邓 鄞 午 党 前天 一 
TR A 了! 理 江 贡 于 党 关 半 日 逢 所 于 将 ““ 芒 立志 可 民 、 
骨 三 一 朋 (各 09 锅 于 泊 地 工 旺 和 届 ) 车 有 汽 Z 芋 半 忆 于 动 O 用 凤 tk A ※ 










































































“AY 有 装 \ 和 RC 世 閑 省 -】 奈 送 海 の 2 業 還 は ダマ 邊 ン と v 立 7 メイ の 愛 回 ※ 





















































そま 1 暑 回 3 イニ タモ 麗 豆 =1 十 立 究 幸明 加 平日 せ \ 折 ます d 開 1 芋 導 鬼 の 中 放 「 遇 拓く 2 首 構 の 羽 所 時 着 素 還 ナツ ンコ 募 斉 
谷 业 斗 “ 邮 了 天 地 “水果 娄 环 “4 俏 忆 河 8T 禹 CO (各 /09 锅 事 滁 示 工 屁 总 ) 朝 梁 多 卡 状 2 各 双 转台 和 如 \2 交 修 要 六 痊 亡 “4 之 乐 忆 1 台 半 OO 娄 癌 半 


















































( 瘟 沁 ) 1 禾 间 OO 蕉 影 Y 因 (8 ) 








( es 尘 必 汪 生 六 en モ 々 笑 立 4 メメ 月 回 ) 
























































"十 忆 昌国 43 了 二 & 萌 攻 3 玫 歌 目 当 半 、> Ci 切 革 则 Y 加 & 当 1 划 由 于 “0 尺 扶 到 诗 CO 丝 利于 
















































































望 稚 6 ず <】 挙 哨 俊 刺 暑 ※ 


峙 党 效 汪 时 一 粥 名 柳 沫 
沈 | 注 类 器 二 况 计 党 于 
洪 航 4 ギ <】 量 慕情 受 峡 ※ 









































































































































































































































“对 以 >Y 供 及 谣 均 沪 集 2 多 几 涯 集 宙 事 ( 補 圭 ) 導 状 8 比 守 * 素 全 ゴ コ 明 革 昌信 多 克 睦 の ③《 国 っ 2 王族 導 っ 4 拉 





A 
を 洒 唱 2 コ 中 本 及 瞳 到 2 避 稲吉 交 剛 站 准 暴 > 考 >、MAC21 虹 全 甸 辟 6 
(医师 “我 典 ` 汪 洱 典 咒 一 华 一 X 悚 奖 一 毕 一 YX 五 汪 一 华 一 X 放 大 )2 人 站 暴 蚊 上 和 目 时 襄 订 1X 堵 M 汪 第 `f121 肢 QT 于 汪 ] 下 



















































































晤 上 凌 
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久光 














mea 


Ea 
A 























蜡 览 


EE 


久光 











上 鞭 








に ニコ 
WY 















































( 哨 三 思 中 当 贡 更 中 
EE 

































































ZIA4EAE2 革 芙 上 下 | 量 关 区 OO 归 由 “i 洲 妖 J 全 蜡 关 多 刍 O 昌 邮 ※ 
間 絡 の 時 素 便 上 鱗 陳 (2) 












































2 事業 の 概要 


(1) 輸出 に 向け た 現在 の 取組 内 容 及び 施設 等 整備 を 行う 理由 ・ 背 景 
1. 輸出 に 向け た 現在 の 取組 内 容 
※ 輸 出 に 向け た 取組 内 容 が わか る 既存 資料 パンフレット 等 ) が あれ ば 、 添付 する こと 。 






















































































2. 本 事業 を 活用 し て 施設 等 整備 を 行う 理由 ・ 背 景 
































(2) 輸出 に 向け た HACCP 等 の 認定 ・ 認 証取 得 状況 











1. すでに 取得 済み の 誰 定 * 誰 
(1) 取得 済み の 認定 ・ 認 証 の 種類 (品目 ) 
( 例 ) 対 米 HACCP( 品 目 : ブ プリ の フィ レ 、 タイ の フィ レ ) 












































(2) (1) の 認定 ・』 Pos 訟 証 の 取得 時 期 
※※ 複 数 の 認定 ・』 IN 訟 証 ( 品 目 ) を 取得 済み の 場合 は 、 それ ぞ れ の 認定 ・ 認証 こ = "と に 記 載 す る こ と 




















IT 








2 本 事業 の 活用 こよ り 取 得 を 予定 し て いる 認定 ・ 認 言 
(1) 取得 予定 の 認定 ・ 認証 の 種類 (品目 ) 
( 例 ) 対 EU・HACCP( 品 目 : ブ リ の フィ レ 、 タイ の フィ レ ) 












































(2) (1) の 認定 ・』 请 証 の 取得 予定 時 期 
※ 複 数 の 認定 ・ 認証 (品目 ) を 取得 予定 の 場合 は 、 そ れ ぞ れ の 認定 ・ 認 証 ご と に 記載 する こと 































































































3. 取得 予定 の 認定 ・ 認 証 に 関す る 品質 ・ 術 生 管 理 専門 家 等 を 活用 し た 調査 ・ 検 対 
) 下 家 等 に よる 指導 汰 況 
① 専 門 家 等 の 氏名 等 


② 専 門 家 等 に よる 直近 の 指導 
⑧③ 専 門 家 等 に よる 指導 等 の 内 容 


※ 本 事業 に より 施設 等 の 改修 を 行う 根拠 と な る 指導 等 の 内 容 に つい て は 、 必ず 記載 する こと 。 
( 例 ) 汚 本 区 と 清潔 区 と の 間 に 間 仕切 り を 設置 し て 衛生 環境 を 向上 させ る 必要 が ある 。 






















































































④ 指 導 内 容 に 対す る 対応 状況 
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(3) 輸出 拡大 に 向け た 取組 
1. 輸出 先 と な る ター ゲッ ト 














出 
































2. 本 事業 の 活用 に より 輸出 に 取り 組む 品目 (製品 ) に 関す る ター ゲッ ト 国 で の 市 場 及 び 規 制 に 関す る 分 析 
※ タ ー ゲ ッ ト 国 で の マー ケティング 市 場 及び 規制 に 関す る 分 析 に 基づく 輸出 ニー ズ に つい て 記載 する こと 





















































(3) 本 事業 の 活用 に より 輸出 に 取り 組む 品 (製品 ) の 輸出 拡大 に 向け た これ まで の 取組 状況 
① タ ー ゲ ッ ト 国 へ の 輸出 に 向け た 商談 会 等 へ の 参加 状況 















































② タ ー ゲ ッ ト 国 へ の 輸出 に 向け た 国内 商社 等 と の 相談 状況 























ター ゲッ ト 国 の 輸入 業者 ・ 企 業 と の 相談 状況 
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2 別 添 (直近 3 年 の うち 年 間 輸出 額 が 最大 と な る 年 


澤 


の 輸出 額 内 訳 ) 













































































実施 要綱 別表 2 の 配分 基準 表 に 定め る 証 
人 SU 
の 国 別 内 訳 を 記載 する こ 





一 ~ 
ua 
ー 
(3 
WY 
or 
=i 
に | 
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“ZE 了 地 和 群 尺 放 吕 3 和 册 半 NM 和合 示 5 弄 困 聞 の 屋 揚 晴 半 素 硬 マイ 期 稚 忌 9 
“EY 时 可 久 朋 时 化 Y 茹 之 搞 悦 " 阐 对 (0 阁 乱 5 
“EY 时 丸 则 如 O01GY 刀 村 于 党 汪 征 央 注 篇 痊 对 ] [党 汪 入 则 到 芒 问 呈 |“[ 党 球衣 21 则 采 芒 六 对 六 QR 号 了 党 球 必 次 位 凡 演 (第 箔 )]OT( 基 六 ) 名 避 J 器 竹 ` 刹 油 JF121[ 葵 号 党 汪 年 则 到 芒 痊 对 | 了 
卫 呈 别 晚 COY 量 捷 吕 稍 C 余 O 复 划 于 @ 荡 得 台 出 到 受 业 于 划 性 荡 鹤 台 “ 生 六 
ZLYB 巡 各 必 吕 CO 文 “号 多 吕 上 上 其 汶 芒 神 台电 开 黎姿 滋 儒 泛 之 几 ?21 电 则 菏 芒 六 对 祥 1 圭 异 蚊 业 第 日 济 芒 六 卫 f121[ 入 开 2 上 上 前 21 其 器 篇 神 驯 久 R 号 如 曲 亚 必 次 位 信 兴 ( 生 汉 )] 8 
“站 暴 台 芒 [ 英 济 眼 亚 ] [其 六 当时 ] [名 悦 ] “了 1 肚 OT 共 语 避 | 巡 苇 | 课 台 易 放 DO WT 视 台 工 改 甸 提 OOJ “F121 只 ( 惑 济 ) 锣 悦 ] 5 
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5 配分 基準 











評価 項目 及び 配点 基準 該当 する 項目 に 、 ポ イン ト 及 び ポ イン ト の 加算 根拠 を 記載 する こと 








すでに 輸出 実績 が ある 場合 、 直 近 3 年 の | ア 
うち 年 間 輸 出 額 の 最大 金額 (サン プル 輸出 
及び 100 万 円 未満 の 輸出 実績 を 除く ) が 次 
の いずれ か に 該当 する 場合 、 当 該 ポ イン ト 
を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 


(ポイ ント 加算 根拠 ) 


























ア 輸出 促進 法 の 第 17 条 に 基 づ 
次 の いずれ か の 認定 ・ 認 証 を すでに 取得 
し て いる 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 _ 
人 イン ト を 加算 する 。 ご TS022000、GFST 承 認 規 格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、 FSMA (米国 食品 安全 強化 法 ) 
へ の 対応 、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 








ウ JFS-B、 有 機 JAS 等 








(ポイ ント 加算 根拠 ) 





ア GFP グ ロー バル 産地 計画 の 認定 を 交付 決定 まで に 受け て いる 。 


次 の いずれ か に 該当 する 場合 、 当 該 ポ イ 
ント を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 





イ GFP グ ロー バル 産地 づく り 推 進 事業 の 採択 を 受け て お り 、GFP グ ロー バル 産地 計画 の 認定 
を 受け る 見 込み で ある 。 





(ポイ ント 加算 根拠 ) 





目標 年 度 に お ける 輸出 の 


| 
区 





に 








次 の 項目 の いずれ か に 該当 する 場合 、 当 = 
該 ボ ポイ ント を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 















































2 千 万 





増加 額 


























* 用 対 効 果 分 析 の 手法 に より 
\ 効 率 が 次 の いずれ か に 該当 す 
パイ ント を 加算 する 。 


算出 
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月. 
場 
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評価 項目 及び 配点 基準 











該当 する 項目 ポイ ント 及び ポイ ント の 加算 根拠 を 記載 する こと 

HH 促進 法 の 第 17 条 ( 
H に 対応 こめ に 必要 な 認 記 
次 の いずれ か の 認定 ・ 認 証 を 事 3 対応 する た め に 必要 な 
こ 場合 、 に 
本 Rk 1S022000、GFSI 承 認 規格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、FSMA (米国 食品 

へ の 対応 、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 
イ JFS-B、 有 機 JAS 





全 强化 法 ) 








(3) 輸出 に 関係 の な い 認証 を 取得 する 目的 の も の (JFS-A、 自 治 体 HACCP 等 ) 


次 の いずれ か の 取組 に 該当 する 場合 、 当 
ドイ ント を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 








(1) 輸出 向け HACCP 等 の 認定 
調査 ・ 検 討 を 十 


認定 ・ 認 証 の 取得 
こ 行 っ た 取組 と な っ て いる 。 





に 向け て 、 品質 ・ 衛 生 
0 长 期 保存 施 设 等 、 


上 管理 専門 家 等 を 活 
輸出 拡大 に 資す る 新 技術 を 活 
※ 新 技術 と は 、 事業 実施 計画 の 提出 時 、3 年 以内 



























































し た 施設 整備 を 行う 取組 と な っ て い 
し され た 技術 と する 
「 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 実行 戦略 」 に お いて 還 





ft 


づけ られ た 品 目 の 輸出 拡大 に 




















向け た 取組 と な っ て いる 
0 EE 原料 
次 の いれ が に 久 計 する 場合 
ント を 加算 する 。 


(複数 選択 不 














複数 商品 が 該当 する 場合 、 全 体 で 使 
合 を 算定 する こと 。 
(ポイ ント 加算 根拠) 



































割合 < 70% 


P 小 企 


業 基本 法 (昭和 三 十 人 年 法 有 























条 で 規定 され る 


h 小 企 


業者 又は 小 規模 企業 者 で ある 





【 都 道府県 ポイ ント 】 ア 
地域 の 振興 作物 ・ 産 品 な ど 地 域 の 実 
踏ま えた 取組 と な っ て いる か 











地域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て お り 、 十 分 に 効果 が 見 込ま れる 
イ 地域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て お 
( 注 ) 当該 項 
また 、 


概ね 効果 が 見 込ま れる 
つい て は 、 実 施 要綱 別表 2 の 配分 基準 表 に 基づき 記入 する こと と し 





合計 (ポイ ント 欄 に つい て は 、 最 大 合計 点 ) 
する こ 評価 項目 か ら ⑩ は 事業 実施 主体 が 記 人 する こと 
評価 項目 ⑮ に つい て は 、 本 事業 計画 が 地域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て いる か 都 道 府 県 が 判断 の 上 


地方 農政 局長 等 へ の 本 事業 計画 の 提出 の 際 


、 記 入 す る こと 


6 費用 対 効果 分 析 


1 食品 等 製造 の 向上 に 係る 効果 
(1) 効果 の 内 容 
( ア ) 輸出 額 向上 効果 


























効果 内 容 現況 UI 9) 年 効果 人 額 



































事業 実施 計画 より 





( イ ) 施設 維持 管理 コス ト 削 減 効 果 













































































①② 事業 実施 計画 より 
欄 が 足り な い 場 合 に は 欄 を 追加 し て 記載 する 。 














2 投資 効率 等 の 総括 









































(1) 年 総 効 果 額 の 総括 (単位 : 千 円 ) 
効果 区 分 効果 内 容 年 総 効果 作 
プ ) 輸出 額 向上 効果 0 
品 製造 の 向上 に 係る 効果 ! 
rt (施設 維持 管理 コス ト 削 減 効 果 0 





















































































































































平成 30 年 財務 省令 第 31 号 
② 事 業 実施 計画 より 









































注 1 総合 耐用 年 数 は 、 小 数 点 以 下 1 桁 を 切り 上 げ て 求め る も の と し ます 。 
2 欄 が 足り な い 場 合 に は 欄 を 追加 し て 記載 する 。 































































































(3) 経済 効果 総括 表 
区 分 算式 数值 備考 
施 设 等 整备 事业 费 【2(2)@】 ① 人 
年 総 効果 額 【2(1) 】 ② 证 
総合 耐用 年 数 【2(2)⑥】 四 年 
還元 率 【 別 表 】 ④ 
投資 効率 ⑥=(②+⑨)-① 

















注 1 還元 率 =tix(1 二 3) エ {(1 十 3"-11、 下 0. 04( 割 引率 )、n= 総 合 耐用 年 数 (実施 要綱 別表 3 参照 ) 
2 費用 対 効 果 は 小数 点 以 下 3 桁 を 切り 上 げ て 求め る も の と し ます 。 
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ュー スベ と 滋 っ 】 (( 王 退 苔 表 導 祝日 OO 旧 〇 吾 6 叶 冬 )「( 回 時 業 重 貴司 ) 時 の RI 半音 性] 人 @ 
二 最 [0 蘑 量 伙 曼 心 是 注 话 贡 电 昌 处 慌 咏 7 人 号 喇 泊 沫 第 21 举 束 “中 国界 台 羊 OO 业 品 “fl 号 篆 Z 上 台 单 院 业 束 人 > @ 
二 最 @ 莫 于 让 QO 之 ` 人 号 狠 2 刍 兴 衣 WWLL 示 及 娃 验 主 2 尖 了 1 条 流 并 1 时 有 [0 阁 晰 放 渤 汪 诗 1X 梁 狐 亡 >.AC21 川 峙 宰 台 ⑪ 
(时 流 1 暴 角 受 芒 日 和 涤 对 壮 券 重宗 時 華 村 (時 果 務 ) 纱 并 吐 和 里 电 ` 漠 缠 可 最 最 ` 冯 书 必 局 ` 泊 习 人 最 钢 ) 
性 了 最 Z 叶 下 勒 屁 了 = 尺 c 上 受 苇 淘 因 明 车 了 并 尾 & 直 门 呈 又 零 最 狼 兵 "MAC2 转 长 2 浏 2 号 O 堆 最 OQSSC 阐 呼 乓 号 ⑩ 
(ゴー を チー ロコ と) 发 工 导语 CO 直 同 ⑥ 
涂 ( 乱 日 生 工 ) 剧 工 O 划 于 里 台 .将 猎 ⑧ 
贺电 本 和 D 况 因 量 一 CO 苇 襟 台 . 将 猎 四 
加 量 对 CO 苇 误 副将 猎 ⑨ 
革 放 人 @ 
者 最 2 以 人 [0 芒 洲 隔 “时 尘 冰 GO 法 联 ` 下 号 区 \ && 梯 最 OGA 部 人 © 
( 芝 量 疯长 屁 旗 “ 尘 谢 八 晶 号 ) 量 号 蕉 竟 讽 O4 录 机 "8 下 昌 ⑥ 
晤 办 理 诈 事 民 了 酸 ⑦ 
并 ① 
王 量 展 人 (CT) 





( 玄 量 著 沙 ) 


6 費用 対 効果 分 析 


1 食品 等 製造 の 向上 に 係る 効果 
(1) 効果 の 内 容 
( ア ) 輸出 額 向上 効果 











効果 内 容 現況 目標 年 度 (円 年 効 果 絡 
(FE) (FE) 




















事業 実施 計画 より 








( イ ) 施設 維持 管理 コス ト 削 減 効 果 













































































商品 歩留まり の 改善 








フー ド デ ィ フェ ンス 機器 整備 に よる 人 件 費 削 減 
(2 人 *500 万 円 / 人 ) 










































































2 投資 効率 等 の 総括 
(1) 年 総 効果 額 の 総括 (単位 : 千 円 ) 
効果 区 分 効果 内 容 年 総 効果 撤 
j 出 額 向上 0 5,000 
食品 製造 の 向上 に 係る 効果 MS っ ooo 











A 
ブギ ロ 























































































































2 欄 が 足り な い 場 合 に は 欄 を 追加 し て 記載 する 。 





(3) 経済 効果 総 } 


















































注 1 率 ={iX(1 十 说} 二 {1 十 六 -1}、 二 0. 04( 割 引率 )、n= 総 合 耐 
2 費用 対 効 果 は 小数 点 以 下 3 桁 を 切り 上 げ て 求め る も の と し ます 。 
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総合 耐用 年 数 は 、 小 数 点 以 下 1 桁 を 切り 上 げ て 求め る も の と し ます 。 































































































別表 3 参照 ) 


別紙 様式 第 2 号 (第 7 の 2 関係 ) 

































































番 号 
年 月 日 
食料 産業 局長 ” 殿 
OO 農政 局長 殿 
北海 道 に あっ て は 北海 道 農政 事務 所 長 
沖縄 県 に あっ て は 内 閣府 沖縄 総合 事務 局長 





























都 道 府 県 知 事 等 。 氏 名 

















年 度 6 次 産業 化 市 場 規 模 拡 大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け 
HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 の 都 道 府 県 計 画 の 協議 に つい て 


















































6 次 産業 化 市 場 規 模 拡 大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 
業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 官 依 命 通知 ) 第 7 の 2 に 基 づ 
き 、 関 係 書類 を 添え て 協議 する 。 



































lm 









































( 注 ) 関係 書類 と し て 、 本 要綱 第 7 の 1 の 規定 に よ り 提 出さ れ た 事業 実施 計画 及び 都 道 府 県 
自ら が 事業 実施 主体 と な る 事業 の 事業 実施 計画 の 写し を 添付 する こと と する 。 















































別紙 様式 第 2 号 ( 


食料 産業 局 】 
OO 農 政局 
に あっ て は 北海 道 農政 事務 所 ] 
に あっ て は 内 閣府 沖縄 総合 
































北海 首 
沖縄 県 


年 


第 7 の 3 関係 ) 


殿 
殿 





湛江 











出 陪 
dh 





























由 
溃 部 














可 
河 
\ ノノ 




















都 道 府 県 知 事 等 氏 名 











E 度 6 次 産業 化 市 場 規 模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け 























HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 の 都 道 府 県 計 画 の 協議 に つい て 














6 次 产业 化 市 场 
策 事 業 実施 要綱 
基づき 、 関 係 書 類 











( 注 ) 1 関係 書 
ヨ ら が 事 
か る 資料 


























規模 拡大 対策 整備 交付 金 の 





























を 添え て 協議 する 。 


類 と し て 、 本 要綱 第 7 の 1 
業 実施 主体 と な る 事業 の 事 




















うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対 














( 令 和 2 年 1 月 3 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 定 依 命 通知 ) 第 7 の 3 に 
































の 規定 に より 提出 され た 事業 実施 計画 及び 都 道 府 県 
業 実施 計画 に 変更 が あっ た 場合 は 、 変 更 の 内 容 が 分 






































を 添付 する こと と する 。 




















2 事業 


実施 計画 の 添付 資料 に つい て は 











、 変 更 が あっ た も の だ け を 添付 する こと と する 。 
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( 轩 担 囊 闭 业 嫩 晶 冰 将 请: 网) “3 二 吕 上 六 志 248& 洛 地 权 焊 `1 单 强 叉 YY 暴 21 [转发 台 羊 娄 辣 (上 己 因 ) OO 受 「 转 长 台 音 娄 束 肖 芭 更 昌 上 | “fC 21 霜 因 以 侣 闪避 车 涯 事 恒 千 9 
"了 了 CAYB 邓 肿 各 OO 导 力 对 0O 诊 君 盖 站 “下 2 用 CO T4 避 妍 站 | 9 























































































































"そこ 上 Y 理 多 ( 芝 天 玫 & 当 1 攻 时 内 Y “于 6 人 上 < 必 在 人 二 加 家 疹 理 幅 ， 形 踢 ) 晤 M 梧 王 “和 二 名 凑 千 孜 开放 由 
A 6 マキ [の 6 征 陸 航 平 うい ハン =1 馬 の 「 普 kM 崎 重 」 5 
"イー ンタ ン を 竹 嘩 多 時 業 車 則 雷 っ 1 6 第 OO 辐 莉 求 “E2 MAC2 用 CO [水 娄 种 | る 
"イー 上期 見 (っ ! ダ 役 と 芯 錠 ※ 還 * ツ 肖 細 葛 妖 っ いう 1 購 の 「 守 絆 還 鹿 早 」 T (や ) 
要 Y 易 5 2 ee 
AA > ト 
A i 付 交 | 
に 3 于 溉 吕 月 香 丝 车 洲 目 话 吕 A 东江 间 ずみ 天王 吾 壮 立 還 | 步 导 四 中 
(名 ) 
: 区 泊 册 更 焊 ) 学 時 憶 業 凍 “I 
| 





et i EG 











( 季 史 ) 各 z 党 括 圣 懂 吃 







































































































































































































































。 ヶ -t 記 次 =1 (2) 
歌 定 可 」 、 人 ま bi の 1 囊 羊 绎 博 】 (T 弄 ) 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 幸 避 
0 06 
0 6I 
0 8T 
0 A! 
0 
0 SI 
0 PI 
0 El 
0 6[ 
0 II 
0 ol 
0 6 
0 8 
0 2 
0 9 
0 9 
0 
0 8 
0 6 
@ @ @ @ © ® © © © Wox 二 四 由。 | 当地 于 烛 Wox HI 
GTH+G⑪ . 本 划 击 国 半 也 本 十 总 吊 国 六 也 ey 间 到 罚 
入湯 也 况 猴 谢 目 诺 痢 #8 号 (9) 狐 只 人 并 功 壮 困 笑 了 第 和 (3) 要 最 品目 (0) 第 奏 と っ 1 七 着 固 廿 交 和 町 em) PE に 人 | 王 青 汗 3 oN 
和 总。 汪 竺 王 基 庶 噬 52 
至 [8 厂 る 








( 当 并 人 哟 ) ”各 己 索 正 针 各 
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已 





内 
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4 
次 




















ド 済 費 






































報酬 
職員 





小計 











借 料 




















市 町 村 附 帯 


事務 


中 

















使用 料 及び 


CE 


小計 


別紙 様式 第 3 号 (第 10 及び 第 11) 





食料 産業 局長 
OO 農政 局長 殿 

北海 道 に あっ て は 北海 道 農 政事 務 所 長 
| 沖縄 県 に あっ て は 内 閣府 沖縄 総合 事務 局長 | 


梁 


卫 

















一 -一 























都 道 府 県 知 事 等 氏 名 





6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 
食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 弁 急 対策 事業 の 
事業 実施 状況 報告 及び 評価 報告 ( 年 度 ) 























有 





















































6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 堅 急 対策 事 
業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 官 依 命 通知 ) 第 10 及び 第 11 に よ 
り 、 別 添 の と お り 報 告 し ます 。 

































































( 注 ) 6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 
対策 事業 実施 要綱 第 11 に 基づき 評価 報告 を 行う 場合 は 、「 事 業 実施 主体 の 自己 点検 結果 」 を 

「 事 業 実施 主体 の 自己 評価 」 と し 記載 する こと 。 ま た 、 「 都 道府県 に お ける 事業 実施 状況 の 点検 
結果 」 を 「 都 道府県 に お ける 事業 実施 状況 の 評価 結果 」 と し て 記載 する こと 。 
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om 
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“处 YY 时 及 ( 戎 东 导 
整列 
人 









MS ES 































































































( 府 日 事 ) 








( 音 山 
マー そ 形 曽 ) 




































































(9) 狐 哈 (9) 猩 哈 
ら る 了 コ 夫 聞 6 Cen 
wf 了 CE 固着 浮 科 肝 (ufo R= G+ 
TE 并 I 笃 业 本 届 直 COT — dO 















人 属 群 @ 误 由 出 











必 习 妍 让 红 让 














好 习 妍 牙 ” 娄 和 









































Et 次 量 早 礁 廊 副 注 素 車 苗 一 想 音 
( 準 席 ) 各 8 化 活 灶 形 史 


別紙 様式 第 4 号 (第 13 の 4 関係 ) 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































番 号 
年 日 日 
都 道 府 県 知 事 等 殿 
所 在 地 
団体 名 
代表 者 氏名 
6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 
食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 堅 急 対策 事業 に 関す る 交付 決定 前 着手 届 
この こと に つい て 、 下 記 の と お り 条 件 を 了承 の 上 、 交 付 決 定 前 に 着手 し た い の で 届け 出 ます 。 
1 交付 決定 を 受け る まで の 期間 内 に 、 天 災 地 変 の 事由 に よっ て 実施 し た 事業 に 損失 を 生じ た 場合 、 
これ ら の 損失 は 、 事 業 施主 体 が 負担 する こと と し ます 。 
2 交付 決定 を 受け た 交付 金額 が 交付 申請 額 又 は 交付 申請 予 に 達し な い 場 合 に お いて も 、 異議 が 
な いこ と と し ます 。 
3 当該 事業 に つい て は 、 着 手 か ら 交 付 決定 を 受け る まで の 期間 内 に お いて は 、 計 画 変更 は 行わ な い 
こと どじ まず まぁ 
别 添 
事业 内 容 交付 決定 前 に 事業 費 手 予定 完了 予定 理 由 
手 す る 内 容 年 月 日 | 年 月 
( 注 ) 1 「 事 業 費 」 欄 は 、 全 体 事業 費 と する 。 
2 平価 が 衝 道 府 の 場合 は 、 本 届 を 地方 農政 局長 等 に 提出 する こと 。 
3 事業 内 容 に は 、 整 備 す る 施設 や 機器 等 の 概要 等 本 と と し 、 交 付 決 定 前 に 着手 す 
事業 内 容 \ の うち 、 交付 決定 前 に 着手 する 内 容 に つい て 記入 する こと 。 
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別紙 様式 第 5 号 (第 13 の 5 関係 ) 


時 暴 
dn 
































都 道 府 県 知 事 等 殿 



































6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 
施設 整備 緊急 対策 事業 に 関す る 入札 結果 報告 ・ 着 手 届 







































































この こと に つい て 、 下 記 の と お り 入 札 結 果 を 報告 し 、 着 手 を 届け 出 ま す 。 


記 
































施工 方 法 請負 施工 ・ 委 託 施工 
Nk 















































施工 業者 選定 方 法 般 競争 入札 ・ 指 名 競争 入札 ・ 随 意 契 約 
年 月 



























































名 
入札 予定 価格 ( 税 抜 ) 























入札 参加 業者 名 及び 
入札 価格 ( 税 抜 ) 



























































入札 執行 回 数 ロ 











落札 業者 名 











契約 価格 (税込 ) 円 



































汕 | 党 
ra 
9 
By 
mm 
mm 














Hy 

人 
nil 
ロロ 




















| 


























入札 結果 等 の 公表 方 法 















































備 考 年 1 付け 〇 〇 第 OOO 〇 号 交付 決定 通知 

















( 注 ) 1 「 施 行方 法 」 欄 は 、 該 当 す る も の を 〇 で 囲む こと 。 
2 「 施 工業 者 選定 方 法 」 欄 は 、 該 当 す る も の を 〇 で 囲む こと 。 
3 「 入 札 予 定価 格 」 欄 は 、 未 公表 の 場合 は 未 公表 と 記入 する 。 た だ し 、 不 落札 随意 契約 
の 場合 は 、 必 ず 記入 する 。 
































4 「 入 札 参加 業者 名 及び 入札 価格 」 欄 は 、 入 札 に 参加 し た 業者 名 を 全て 記入 し 、 入 札 最 
終 回 に 投じ られ た 価格 を 記入 する (途中 棄権 し た 業者 が ある 場合 は 、 当 該 業 者 の 価格 は 
空欄 と する 。) 。 

5 不 落 札 随意 契約 の 場合 は 、「 入 札 執行 回 数 」 欄 は 入札 執行 回 数 及び 不 落 札 随 意 契 約 で 
ある 旨 を 、 ま た 、「 落 札 業 者 名 」 欄 は 契約 業者 名 を 記入 する 。 

6 「 施 工業 者 選定 方 法 」 が 随意 契約 の 場合 は 、「 入 札 執 行 年 月 日 」 欄 か ら 「 入 札 執 行 巴 
数 」 欄 まで は 記入 不要 と し 、「 落 札 業者 名 」 欄 に 契約 業者 名 を 記入 する 。 

7  「 和 信 札 結果 等 の 公表 方 法 」 欄 は 、 入 札 結果 の 公表 時 期 、 公 表 方 法 を 記入 する 。 

8 交付 決定 前 に 着手 し た 場合 、「 備 考 」 欄 は 「 年 月 日 第 号 交付 決定 前 着手 届 」 
と 記入 する 

9 事業 が 複数 の 契約 か ら な る 場合 は 、 契 約 ご と に 上 表 を 整 理 す る 。 
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別紙 様式 第 6 号 (第 14 の 1 関係 ) 


NO の)! だ 
ペー ペー 





都 道 府 県 知 事 等 殿 


食品 産業 の 輸 ! 





所 在 地 
団体 名 
代表 者 氏名 














6 次 産業 化 市 場 規 模 拡 大 対策 整備 交付 金 の うち 














と に つい て 、 


下記 の と お り 工 事 が 完了 し 


記 


向け HACCP 等 対応 施設 整備 監 急 対 策 事 業 に 関す る し ゅ ん 功 届 





















































まし た の で 届け 出 ま す 。 


世 瑞 


廿 器 








工事 等 の 契約 名 








施設 機械 等 名 









































完了 年 月 日 








関係 法令 検査 年 月 日 



































OO 法 












































































































































生 ) 





1 
2 


」 事業 費 」 欄 は 





请 全 人 等 か ら の 完了 届 の 写し を 添付 する こ 8 
3 事業 が 複数 の 契約 か ら な る 場合 は 、 契 約 毎 に 

















な お 、 完 了 年 月 

















< 書 








施設 三 由 等 整 


整備 事業 


費 と する 。 









































表 を 整理 する 
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別紙 様式 第 7 号 (第 17 の 4 関係 ) 


時 時 


本 届 











所 在 地 
団体 名 
代表 者 氏名 























6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 
食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 で 
取得 又は 効用 の 増加 し た 施設 等 の 増築 (模様 替え 、 移 転 、 更 新 等 ) 届 































































































OO 年 度 に お いて 本 事業 で 取得 又は 効用 が 増加 し た 施設 等 を 増築 (模様 替え 、 移 転 、 更 新 等 ) し 
た い の で 、 下 記 の と お り 届 け 出 ます 。 


































































































1 増築 の 理由 
2 増築 に 係る 施設 等 の 概要 
(1 ) 地区 名 及び 事業 名 
(2) 事業 実施 主体 名 
(3) 施設 等 の 所 在 地 
(4) 施設 等 の 構造 、 規 格 、 規 模 等 
(5) 事業 費 
ア 交付 金 
イ その 他 の 負担 額 
(6 区 得 年 






























































( 例 ) 増築 鉄 有 スレ ー ト 暮 OOm 事 3 

兽 设 の 〇 〇 ライ ン O 〇 O 箱 日 処理 事業 費 OOO 千 円 
事業 費 の 負担 区 分 

(3 手 予定 時 期 
(4 増築 の 効果 


[ 添 付 和 质料 ] 
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洪 
砍 
QO 
QO 
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1 



























































Po 
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事業 実施 計 
2 処理 能力 計算 書 
3 経営 収支 計画 
4 建物 平面 図 及 び 側 面 図 並び に 増設 配置 区 
5 ムッ 
6 












































































































































その 他 地 方 農政 局長 等 が 必要 と 認め る 書類 


























( 注 ) 模様 状 え 、 移 転 、 更 新 等 の 場合 は 「 増 築 」 を それ ぞ れ の 用 語 と する 。 
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別紙 様式 第 8 号 (第 3 の 4 関係 ) 


時 陸 


本 由 D 














T 
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食料 産業 局長 











部 
中 
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OO 団体 の 3 





























6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け 
HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 実施 要綱 に お ける 認定 団体 申請 
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6 次 産業 化 市 場 規 模 拡 大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 
整備 緊急 対策 事業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 官 依 
命 通知 ) 第 3 の 4 に 基づき 、 関 係 書 類 を 添え て 協議 し ます 。 



































































































































( 注 ) 必要 に 応じ て 食料 産業 局長 が 指示 し た 書類 等 を 添付 する こと 。 








